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第１章 計画策定にあたって 

 

１ 計画策定の趣旨  

○ 富山県では 2012（平成 24）年４月に「新・元気とやま創造計画」を県政運営

の指針として策定し、以来、着実に県政を進めてきました。 

○ 計画策定から５年以上が経過し、その間、富山県を取り巻く社会経済情勢に大

きな変化がありました。 

○ 特に、2015（平成 27）年３月に、県民の半世紀近い悲願であった北陸新幹線が

開業し、乗車人員が開業前の３倍近い状況が続くなど、首都圏とのアクセスが格

段に向上し、県内観光地での入込み客の増加、本社機能の一部や研究開発拠点の

移転・立地、大型商業施設や物流拠点の進出など県内各地で様々な開業効果が現

れています。これは、北陸新幹線の開業を見据えた観光振興、交流人口の拡大や

魅力あるまちづくりなど官民挙げての取組みの成果であり、まさに富山県は新し

い時代を迎えたといっても過言ではありません。 

○ また、東京一極集中を是正し、地方にも目を向けた成長戦略を推進することが

国家的にも必要であるとして、富山県から国に数年来働きかけてきた「地方創生」

が国政の重要テーマの一つとなり、意欲的に取り組む自治体を国が支援する仕組

みができました。 

○ 国内においては、国における積極的な経済対策等により、経済の上向き傾向が

続いているものの、人口減少・少子高齢化が一層進展する一方で、財政規律の維

持や自然災害リスクへの備えなどの諸課題への取組みが求められています。 

○ 一方で世界では、アジア地域をはじめとする新興国が台頭し、グローバル化、

多極化が進む一方で、世界経済の安定化、温暖化対策、食糧やエネルギーの安定

供給、テロリズムの脅威など、国際協調によって問題解決を図らなければならな

い人類共通の課題が山積しています。 

○ このように、内外ともに社会経済情勢が変化する中において、北陸新幹線が開

業し新しい時代を迎えた富山県の新たな飛躍、発展を目指して、新幹線開業効果

と地方創生戦略の二つを追い風として最大限に活かしながら、「とやま新時代」

にふさわしい県づくりの取組みを県民とともに力強く押し進めていくことが求

められています。 

○ 国内外の様々な状況変化や県政の重要課題に的確に対応し、誰もが将来への夢

と希望を持っていきいきと働き、豊かで暮らしやすい富山県を実現し、次の世代

にもしっかりと引き継いでいくため、県の目指すべき方向性と取り組む施策を県



- 2 - 

民に明確にお示しする県政運営の新たな中長期的指針としてこの計画を策定す

るものです。 
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２ 計画の性格、特色  

この計画は、県の目指すべき将来像を描き、その実現に向けた政策の方向性や目

標、取り組むべき主な施策等を明らかにするものであり、県政運営の中長期的指針

として、毎年度の予算編成や事業の立案などの基本となるものです。 

  この計画は、以下のような性格を持っています。 

 

⑴ 県民と県が将来像を共有する計画 

○ 県づくりの主役は一人ひとりの県民であり、県は、県民が自らの努力を基本

としてお互いに協力しながらそれぞれの目指す幸福を実現させていくことを

最大限支援する役割を果たしていきます。 

○ 少子高齢化・人口減少社会への対応、働き方改革・県民活躍の推進、第４次

産業革命による技術革新を活かした産業振興など取り組むべき課題が山積す

る中、将来に向けた県づくりは、将来像を共有した上で、県のみならず、県民

の皆様、企業、大学、団体、ＮＰＯ、市町村といった、地域のあらゆる構成員

の知恵とエネルギー、力を結集し、連携・協働していく必要があります。この

ため、この計画では、概ね 10 年後を見据えた富山県の目指すべき将来像を県

民と県で共有し、県の発展に必要な先見性や実効性のある取組みを進めていき

ます。 

 

⑵ 県民の視点に立った成果重視の計画 

  ○ 社会経済情勢や県民ニーズが変化する中、県民一人ひとりが輝いて生きられ

る元気な富山県を実現するためには、県民の視点に立って、時機に応じて本県

の発展に不可欠な重要政策や、県民のニーズに即した政策を戦略的かつ効果的

に展開していく必要があります。 

  ○ 県は、この計画に基づき各種施策や事業を実施していきますが、政策目標に

照らして効果を発揮しているのか、より適切な政策手段を用いるべきか、行政

と民間の役割分担が適切かなどの観点から不断の検証を加え、改善を図ってい

くことが重要であり、単なる施策・事業の結果の良し悪しだけでなく、県民生

活にどのような成果がもたらされたかを可能な限り定量的な指標で把握する

必要があります。また、計画の推進にあたり、将来像の実現に向けた取組みの

過程を県民に対してできるだけ「見える化」し、毎年の政策評価制度に基づく

PDCAサイクル（※１）により施策・事業内容の不断の改善や予算配分の効率化

を進めていきます。 

（※１）PDCA サイクル Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Action（改善）の４段階を繰り返すことによ
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り業務を計測的に改善していくマネジメントシステム（第６章１参照） 

 

⑶ 富山県の強みを最大限発揮する計画 

○ 富山県には、勤勉でチャレンジ精神旺盛な県民性、先人がつくりあげてきた

ものづくりの産業基盤、美しい自然、豊かで清らかな水、美味しい食など、国

内外に誇れる優れた基盤、魅力があります。また、アジア大陸に向けた日本の

玄関口となり得る地理的優位性、新幹線をはじめ充実した陸・海・空の交通・

物流ネットワークなど、日本の３大都市圏から環日本海・アジア地域への橋渡

しの役割を担う大きなポテンシャルを有しています。さらに、県内各地域にお

いて継承されている伝統文化をはじめ、多様で成熟した文化が育まれていたり、

世界から人を呼び込める魅力的な観光資源があり、全国トップクラスの暮らし

やすさを誇るなどソフトの面でも充実しています。 

○ 国内外の社会経済情勢が大きく変化する中で、県が持続的に発展を遂げてい

くため、これからの県づくりに当たっては、これらの本県の優れた点を改めて

認識、共有、評価した上で、本県の「強み」を最大限に活かし、さらに新たな

「強み」を生み出せるような富山ならではの将来像を描き、政策を進めていき

ます。 
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３ 計画の構成と目標年次  

⑴ 構成 

この計画は、以下のとおり、総論、基本計画、長期構想の３つから構成されて

います。 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 目標年次 

   目標年次は 2026年度とします。 

Ⅰ 総論 

 ・ 時代潮流、本県の状況変化、現状と課題等を踏まえ、県づくりに当た

って重要となる視点と、目指すべき将来像（基本理念（目標）等）を提

示 

 ・ また、目指すべき将来像を達成するための 85の基本政策（活力（30）、

未来（28）、安心（27））と 15 の重要政策（人づくり）、計 100 政策を設

定するとともに、本県の発展に不可欠な横断的・有機的な取組みを重点

的かつ戦略的に進めていくため、重点戦略を設定 

 ・ 県政運営の基本姿勢や計画推進にあたっての考え方を記載 

Ⅱ 基本計画 

 ・ 各重点戦略について、ねらい、展開方向、体系や主な取組み等を提示 

・ 個別の政策（基本政策、重要政策）ごとに政策目標、現状と課題、政

策目標を達成するための取組みの基本方向や主な施策を提示 

・ また、政策目標を具体的にイメージするための参考指標を設定。設定

にあたっては、計画期間の最終年次（2026年度）及び中間年次（2021年

度）での数値等を提示 

・ 各政策について、各々の地域の特色や魅力を十分に発揮させながら、

県全体としてバランスよく推進していく観点から、「地域別の特性と取組

み」を提示 

Ⅲ 長期構想 

 ・ 計画期間 10 年間よりもさらに長期的展望に立ち、将来的に技術革新や

具体化に向けた条件整備等が行われれば実現できるものなど、将来の富

山県の飛躍につながる長期ビジョンを提示 
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第２章 時代の潮流と富山県における状況変化 

１ 時代潮流 

⑴ 経済・社会のグローバル化の進展 

（グローバル化の進展と経済・社会状況の動き） 

○ 近年の、飛躍的な情報通信技術の発展、交通・輸送手段の発達、国際的な金

融システムの整備等により、人、モノ、情報、資金等が地球規模で活発に流動

するグローバル化が加速度的に進展し、経済活動の活発化、効率化、高速化が

進行するだけでなく社会活動の面においても利便性が向上し、人々のコミュニ

ケーションのあり方や思考様式、行動様式にもさまざまな影響が及んでいます。

こうした経済、社会のグローバル化は、今後とも否応なく進んでいくものと考

えられます。 

○ 日本企業は、高い技術力を武器に世界的な競争力を誇ってきましたが、国内

市場の成熟や人口減少により国内需要の低迷が続いており、またこれまで得意

分野としてきた領域においても新興国の急速な追い上げにより厳しい国際競

争にさらされていることから、国内企業は大企業といえども生き残りをかけて

革新的な技術開発や経営戦略の構築にしのぎを削っています。また、国家戦略

としても成長分野への投資を促進して国際競争力の維持・強化や持続的な経済

成長を達成するため、難しいかじ取りに迫られています。 

○ 世界では、2008（平成 20）年の世界金融危機以後、2011（平成 23）年の欧

州債務危機を経て、原油価格の急激な下落等で世界経済は減速し、世界経済の

成長率は 2016（平成 28）年は世界金融危機以来最低の 3.2％とりました。現在、

政策効果に支えられた中国経済の持ち直し、資源価格の上昇、米国経済の回復

などを背景に世界経済はゆるやかな回復基調にあり、国際機関の経済見通しに

よれば、世界経済の成長率の伸びは高まっていくと見込まれています。一方で

新興国・資源国経済の脆弱性といったリスクに加え、米国における政権交代に

伴う政策の不確実性や英国のＥＵ離脱の動きなど世界経済の先行きに対する

リスク要因も存在しています。 

○ 日本においては、企業収益が高水準で推移し、人手不足感もみられる中で雇

用・所得環境は改善し、2015（平成 27）年度と 2016（平成 28）年度はいずれ

も実質 GDP 成長率が 1.2％となるなど、2012（平成 24）年 11 月を底に緩やか

な景気回復基調が続いていますが、少子高齢化・人口減少が進む中で、人手不

足を克服し、持続的な経済成長につなげるためには、働き方改革と新技術の導

入を同時に進め、生産性の向上と多様な人材の労働参加を図ることが大きな課

題となっています。 
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（多極化とアジア諸国の経済成長） 

○ アジア諸国は、概して、生産年齢人口の増加、比較的安定した政治環境、資

本流入などを要因として着実に経済成長を遂げてきました。2016（平成 28）年

現在、世界経済の名目 GDPに占めるアジア諸国の割合は約 33％と３分の１を占

めており、特に中国の成長は名目 GDP で 2010（平成 22）年に日本を抜いて世

界２位となり、2016（平成 28）年には世界シェアを日本の約 2.3倍に相当する

14.9％まで拡大するなど目を見張ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ このように、世界経済は米国一極集中から多極型へとそのパワーバランスが

変化しています。グローバル化の進展は、新興国や途上国の生産や輸出、雇用

創出の機会をもたらすものでもあり、特に中国を始めとするアジア経済の成長

は著しく、人々の生活水準も向上しています。アジアの一部であり、多くの国々

と友好関係にある日本は人的・物的交流でアジアの成長に貢献し、ともに発展

していくことが重要です。 

 

（アジア諸国等の経済成長に伴うインバウンドの拡大） 

○ 世界人口は 2015（平成 27）年現在約 73億人であり、そのうち約６割の約 44

億人の人口をアジアが占めています。世界人口はアジア・アフリカを中心に今
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資料：日本政府観光局（ＪＮＴＯ） 

後も増加し続け、2040年には 90億人を突破し、アジアの人口も 50億人を超え

る見込みです。また、今後もアジア諸国の経済的発展が見込まれ、一人当たり

所得も上昇するものと考えられます。 

○ このような状況下、日本の自然・文化資源を磨き上げるとともに積極的に発

信を行い、アジア諸国を始めとしたインバウンドにつなげていくことが重要で

す。現に、訪日外国人旅行者数は 2016（平成 28）年は 2,404万人と、2012（平

成 24）年の 836万人から約 2.9倍に増加し、訪日外国人旅行消費額も 2016（平

成 28）年は 3.7 兆円と、2012（平成 24）年の 1.1 兆円から約 3.4 倍に増加し

ています。また、外国人リピーター数も 2016（平成 28）年は 1,426 万人と、

2012（平成 24）年の 528万人から大幅に増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 2020年には東京オリンピック・パラリンピックが開催されます。日本が開催

国として、国際的な注目度を活かし、訪日外国人のさらなる増加につなげると

ともに、文化プログラム等により日本文化などの多彩な魅力を発信し、開催効

果を全国に波及させることが求められています。また、オリンピック・パラリ

ンピック開催を契機として、自動走行、先端ロボットなど世界最高水準のテク

ノロジーを活用するとともに、多様性と調和の重要性を改めて認識し、共生社

会をはぐくむ取組みを推進することが重要です。 

 

（第４次産業革命によるイノベーションと生産性向上） 

○ 近年モノのインターネット化（IoT）やビッグデータ、人工知能（ＡＩ）、ロ

ボットに代表される第４次産業革命と呼ばれる産業・技術革新が世界的に進み
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つつあり、生産や消費といった経済活動だけでなく、働き方などライフスタイ

ルも含めて経済社会の在り方が大きく変化しようとしています。ＩＣＴ（情報

通信技術）の発達により、様々な経済活動等を逐一データ化し、そうしたビッ

グデータを、インターネット等を通じて集約した上で分析・活用することによ

り、新たな経済価値が生まれています。また、ＡＩにビッグデータを与えるこ

とにより、単なる情報解析だけでなく、複雑な判断を伴う労働やサービスの機

械による提供が可能になるとともに、第４次産業革命のイノベーションを、あ

らゆる産業や社会生活に取り入れることにより、様々な社会課題を解決する

「Society5.0」を実現することが期待されています。 

○ 第４次産業革命の進展への対応については、欧米のＩＴ企業が先行している

と言われていますが、日本においては、諸外国に比べて、健康情報、走行デー

タ、工場設備の稼働データといった「リアルデータ」の取得、活用可能性では

潜在的な優位性を持っているといわれており、こうした分野で第４次産業革命

を推進していくことが求められています。 

○ また、第４次産業革命は、労働生産性を高めることにより、従来の人手不足

分野への労働供給を可能とする一方、製造ラインや定型商品の営業販売、定型

的なサービス分野など、多くの就業分野の仕事の減少を招くことが想定されて

います。こうした第４次産業革命における経済社会構造の変革に対応し、就業

構造の転換に対応した人材育成や、成長分野への労働力移動、テレワークなど

新たな就業形態の取組みを進めていくことが求められています。 

○ さらに、ＩＣＴの発展に伴うコンピュータ処理能力の高度化、通信回線の高

速化・大容量化等を背景として、クラウドコンピューティングによる新たなサ

ービスの普及が進んでおり、今後は、官民が持つ情報のオープンデータ化と利

活用を推進し、新たなサービス等につなげていくことが重要です。近年普及が

進むスマートフォン等を利用したＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービ

ス）による情報発信を行うために公衆無線ＬＡＮ環境の整備を促進するととも

に、教育分野におけるＩＣＴ利活用のために無線ＬＡＮ環境の整備を推進する

必要があります。 

○ 一方で、インターネットバンキングに係る不正送金事犯等のサイバー犯罪や

重要インフラの基幹システムを機能不全に陥れるサイバーテロといったサイ

バー攻撃が世界的規模で頻発するなど、サイバー空間における脅威は深刻化し

ている状況にあります。 
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⑵ 少子高齢化の進行と人口減少社会の到来 

（人口減少社会の進展） 

○ 世界ではアジア・アフリカを中心に人口爆発が生じる一方、日本の人口は、

2015（平成 27）年の国勢調査では、１億 2,709 万人となり、2010（平成 22）

年の１億 2,806万人をピークに、人口減少社会に突入しています。今後は、長

期の人口減少過程に入り、2060年の総人口は、約 9,300万人まで減少すること

が見通されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（少子高齢化の急速な進展） 

○ 日本においては、世界的に見ても高齢化が急速に進展し、団塊の世代が全て

75歳となる 2025年には、75歳以上が全人口の約 18％となる見込みです。また、

2060年には人口は 9,300万人にまで減少する一方で、65歳以上の人口は約 38％

（2025年には 30％）と高まることが見込まれています。 

○ また、合計特殊出生率（一人の女性が一生の間に産む子供の数を示す）は、

2005（平成 17）年に過去最低の 1.26 を記録した後に回復しており、2016（平

成 28）年は 1.44となっていますが、人口置換水準（2.07）には達しておらず、

また出生数も 97万 6979人と 100万人を割り込んでおり、少子化は進行してい

ます。 

○ 人口減少、少子高齢化の進展については、生産年齢人口の減少などにより経

資料：国勢調査（2005、2010、2015 年） 
    国立社会保障・人口問題研究所（2020 年～） 
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済の活力の減退が懸念されるため、労働生産性の向上が求められているほか、

社会保障給付の増加に伴い、制度を支える若い世代の負担増による可処分所得

の減少が生じる可能性があり、持続可能な社会保障制度を構築していく必要が

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 今後、人生 100年時代とも言われる「超長寿社会」を世界に先駆けて迎える

日本において、単線型ではない多様な「人生の再設計」をどう可能としていく

か、教育や雇用制度、社会保障などの制度はどうあるべきか、これからの社会

の仕組みづくりを進めていく必要があります。 

 

（東京一極集中の進展） 

○ 若者世代を中心に東京圏への人口集中が進展しており、2012（平成 24）年に

は 67,209 人であった転入超過が、2017（平成 29）年には 119,779 人にまで増

加しています。また、大学や工場の大都市圏での新設を制限する工業（場）等

制限法が廃止された 2002（平成 14）年の東京 23 区の大学の学生数が 44 万人

であったのに対し、2016（平成 28）年は 53万人と約 20％増加しています。 

○ 合計特殊出生率が 1.24（2016（平成 28）年）と全国最低である東京に人口

が一極集中する構造は、日本全体の次世代育成の観点からも好ましいことでは

なく、また、地震の発生リスクも高いことなどから、国、地方が一丸となって

地方大学の振興、地方における雇用創出と若者の就業支援等の様々な施策を推

進することにより、地方へ新たな人の流れをつくり、過度の東京一極集中を是

正する必要があります。 

資料：人口動態統計（厚生労働省） 
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（健康寿命の延伸） 

○ 2013（平成 25）年における我が国の国民の「健康で過ごすことのできる期間」

を表す健康寿命は、男性 71.19歳、女性 74.21歳で、平均寿命とともに世界ト

ップクラスの長さですが、高齢化が進む中で、健康寿命をさらに延ばす方向で

両者の差を縮めていくため、健康づくり・疾病等の予防への取組みが非常に重

要です。 

○ 特に、がんや心疾患、脳血管疾患、糖尿病等の生活習慣病は、疾病全体に占

める割合が年々増加していますが、こうした生活習慣病の対策は、発症後に医

療機関において適切な治療が施されるだけでなく、日頃からの健康管理の心が

けにより、発症や悪化を防ぐことが必要です。したがって、一人ひとりが健康

の大切さを自覚し、自らの健康づくりに意識的に取り組むことが大切です。 

 

（地域コミュニティの弱体化と地域共生社会の推進） 

○ 少子高齢化の急速な進行、個人を重視する価値観や核家族化、晩婚化と生涯

未婚率の上昇などといったライフスタイルの多様化、都市部への人口集中など

様々な複合的要因により、家庭や地域における人間関係が希薄化しています。

一方で、情報通信手段の発達によるバーチャルな空間での人と人との結びつき

が生まれていますが、人によってはコミュニティとの関係が断絶し、社会的孤

立に陥るといった問題も指摘されています。 

○ こうした中、世代や背景の異なる全ての人が拠り所となる「地域」において、



- 13 - 

人と人とのつながりを再構築することにより、全ての人々が地域、暮らし、生

きがいを共に創り高め合う地域共生社会の実現を推進していく必要がありま

す。 

 

（国・地方の財政） 

○ 長引く経済の低迷による税収の伸び悩みや少子高齢化に伴う社会保障関係

費の増加などにより、国・地方の財政は依然として厳しい状況にあり、国・地

方を合わせた長期債務残高は 2016（平成 28）年度末で 1,073兆円（GDP比 199％）

に達する見込みです。地方における財源不足は 2017（平成 29）年当初予算ベ

ースで約 7.0兆円となっています。 

○ 今後も、国、地方を通じて厳しい財政状況が続くことが見込まれるため、行

財政改革や歳出の見直しを徹底して行うとともに、税制や社会保障制度の改革

を進めるなど、財政の持続可能性を確保することが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：財政関係基礎データ（財務省） 
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⑶ 安全・安心な社会の構築等に向けて 

（安全・安心な地域づくり） 

○ 2011（平成 23）年３月に発生した東日本大震災は、広範囲にわたって甚大な

被害をもたらし、地震及び津波の被害、福島第一原発の事故、東京電力管内の

電力不足と複合的で深刻かつ長期的な問題を発生させました。また、2016（平

成 28）年４月には、熊本地震が発生し、震度６以上が７回、震度７がうち２回

と断続的に起きた揺れは、熊本県を中心に、多数の家屋倒壊、土砂災害等によ

り甚大な被害をもたらしました。また、近年、異常気象が頻発し、集中豪雨な

どによって人々の生命や財産が脅かされる災害が全国各地で発生しています。

日本は、世界の中でも有数の地震・火山の属するエリアに位置しており、大規

模な自然災害を現実的な脅威としてとらえて防災・減災への十分な対策が必要

です。 

○ また、国内の刑法犯の認知件数は減少しているものの、児童虐待やストーカ

ー事案等が増加傾向にあり、振り込め詐欺を始めとする特殊詐欺の被害も後を

絶たず、サイバー犯罪のリスクが高まるなど犯罪情勢は依然として予断を許さ

ない状況にあります。さらに鳥インフルエンザなどの新たな感染症や、食品の

安全の問題など、日常生活の安全や安心にかかわる事案に対する関心が高まっ

ています。 

○ 高度経済成長期に集中的に整備された公共インフラが一斉に老朽化し更新

時期を迎えることとなります。約 15 年後の 2033 年に建設後 50 年を経る施設

の割合は、道路橋が約 67％（H25 は約 18％）、河川管理施設が約 64％（H25 は

約 25％）と急激に増加する見込みであり、戦略的なメンテナンスや長寿命化へ

の取組みが求められています。 

 

（地球規模の環境問題、エネルギー供給源の確保） 

○ 2020 年以降の温室効果ガス排出削減等のための新たな国際枠組みとして、

2015（平成 27）年の国連気候変動枠組条約第 21回締約国会議（COP21）におい

て「パリ協定」が採択されました。パリ協定では、長期目標として産業革命前

からの平均気温の上昇を２℃より十分下方に抑制する目標を設定するととも

に、さらに 1.5℃までに抑えるよう努力することや、主要排出国を含む全ての

国が削減目標を５年ごとに提出・更新すること等も盛り込まれました。 

○ 日本の温室効果ガス削減目標は、2020 年度に 2005（平成 17）年度比 3.8％

減以上、中期目標としては 2030年度に 2013（平成 25）年度比 26.0％減（2005

（平成 17）年度比 25.4％減）、長期目標としては 2050 年までに 80％の排出削
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減を目指すこととしています。省エネルギーの取組みや再生可能エネルギーの

導入拡大により、2016（平成 28）年度の我が国の温室効果ガスの排出量は 2005

（平成 17）年度比で 4.6％減（速報値）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ また、世界のエネルギー消費量も増加を続けており、将来的には需給がひっ

迫する可能性があります。石油、石炭、天然ガスなどの化石燃料に依存し続け

るのは、温室効果ガスの増大を招きます。今後、エネルギーの安定供給を確保

するとともに、徹底した省エネルギーの推進、再生可能エネルギーの導入促進、

水素エネルギーの利活用などにより低炭素社会へ移行していくことが課題で

す。日本においては、2015（平成 27）年に、2030 年度の電源構成における再

生可能エネルギー比率を 22～24％程度とする長期エネルギー需給見通しを決

定しています。 
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２ 富山県における状況変化 

⑴ 北陸新幹線開業と陸・海・空の交通基盤の整備・活用 

（北陸新幹線の開業と新ゴールデンルートの形成） 

○ 半世紀近い県民の悲願であった北陸新幹線が 2015（平成 27）年 3 月に金沢

まで開業し、開業前と比べて上越妙高‐糸魚川間の乗車人員が約 3 倍となり、

当初の見込みを大きく上回っています。新幹線の開業により、県内各地の観光

地の入込数や宿泊者数も増加し、首都圏等からの工場や本社機能の移転も相次

ぐなど、企業立地も進んでいます。北陸新幹線開業で注目度が高まっているこ

の機会を活かし、開業効果を一過性のものにせず、その持続・深化により、産

業、観光、まちづくりなどの面において県の新たな発展、飛躍につなげていく

ことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 北陸新幹線の敦賀までの延伸については、2015（平成 27）年に、政府・与党

において３年間前倒しし 2022年度末の完成・開業を目指すこととされ、現在、

工事が着実に進められています。また、2016（平成 28）年 12 月の与党プロジ

ェクトチームにおいて、敦賀・大阪間のルートについて、本県の多くの県民が

望ましいと考える「小浜京都ルート」に決定され、また、2017（平成 29）年３

月には、京都－新大阪間のルートについて、京都府南部の京田辺市（松井山手）

附近を経由する「南回りルート」に決定されたことにより、北陸新幹線全体の

ルートが決定し、大阪までの全線開業に向けて大きく前進したところです。 

○ 北陸新幹線の大阪までの延伸により、首都圏と関西圏を結ぶ現在の太平洋側

北陸新幹線（長野・金沢間）開業後１年間の乗車人員 

資料：ＪＲ西日本発表資料に基づき、県総合交通政策室作成 

※開業前は、2014(H26)年の同時期における在来線特急「はくたか・北越」 

（直江津～糸魚川間）の乗車人員 

※開業後は、開業後１年間の北陸新幹線上越妙高～糸魚川間の乗車人員 
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の「ゴールデンルート」に加えて北陸経由で首都圏と関西圏を結ぶ「新ゴール

デンルート」が形成され、富山県をはじめとした北陸の雄大で美しい自然、多

彩な歴史・文化、ものづくり産業、おいしい食文化など多彩な魅力を内外に発

信していくことが重要です。 

 

（陸・海・空の交通基盤の整備・活用） 

○ 北陸新幹線の開業に伴いＪＲから地元第三セクターに移管された並行在来

線「あいの風とやま鉄道」は厳しい収支見通しですが、多くの県民の通勤・通

学をはじめ日常生活の足となるとともに、国内外からの観光客・ビジネス客の

県内の重要な移動手段にもなっておりこの維持のためには、その経営の安定が

不可欠です。 

○ 東海北陸自動車道は、日本列島の中心で太平洋側と日本海側をつなぐ大動脈

であり、大規模災害時等の広域支援ルートとしても重要です。高速道路周辺エ

リアに大型商業施設ができたこともあり、平均交通量は増加しており、2016（平

成 28）年に決定された付加車線の速やかな設置はもとより、早期全線４車線化

が期待されています。また、能越自動車道の利便性の向上と早期全線開通も進

めていく必要があります。 
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○ 伏木富山港は、本州の中央部に位置し、古くから日本海側の重要な港として

栄えてきました。現在は、国際海上コンテナの拠点ともなっており、コンテナ

取扱個数は、ここ 15年で約２倍の伸びを示しています（H13→H28）。また、三

大都市圏のいずれとも等距離にあり、北陸自動車道、東海北陸自動車道、能越

自動車道といった高規格道路や国道８号、国道 41 号などが整備され、交通ア

クセスにも恵まれています。このため、災害時における太平洋側主要港湾の代

替機能の一翼を担うとともに、日本の国際競争力を一層高め、環日本海・アジ

ア地域との経済・文化交流、地域の基幹産業の競争力強化にも資することから、

日本海側の「総合的拠点港」として、さらなる機能強化を図る必要があります。 

○ 富山きときと空港については、国際定期路線は、ソウル・大連・上海・台北

便と、地方管理空港としてはトップクラスの４路線が就航しており、その利用

者数は外国人観光客の増加等により着実に推移しています。国内定期路線は、

羽田、札幌便の２路線がありますが、羽田便は北陸新幹線開業後、利用者数の

減少により 2016（平成 28）年３月より１日６便から４便へと減便となりまし

た。今後とも北陸、飛騨、信越地域の空の玄関口として、羽田経由の国内外へ

の乗継利便性の向上を図るなど、富山きときと空港を拠点とした国内外の航空

ネットワークの維持・充実が求められています。 
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⑵ 県内産業の新たな動き 

○ 新幹線開業を契機に県内でのビジネス展開が活発化しており、県内新設法人

が 2015（平成 27）年には全国３位の 14％増（前年比）となったほか、本社機

能の一部移転や研究施設の移転・集約などの動きが見られます。また、2015（平

成 27）年度税制改正で創設された地方拠点強化税制に基づき、10社 12計画の

整備計画を全国第１号で知事認定するなど、企業誘致の取組みを進めています。 

○ 日本海側屈指の工業集積を形成する県内産業の屋台骨である製造業の中で

も、「富山のくすり」の伝統を有する県内の医薬品産業は、受託製造の増加や

国のジェネリック医薬品の使用促進策等を背景に、医薬品生産金額で 2005（平

成 17）年の全国第８位（2,636 億円）から 2015（平成 27）年には全国第１位

（7,325 億円）となりました。しかしながら、薬価の引き下げ傾向やジェネリ

ック医薬品市場の伸びの低下が見込まれており、バイオ医薬品や高薬理活性医

薬品などのより付加価値の高い革新的な医薬品の開発を推進する必要があり

ます。 

○ 2016（平成 28）年６月に、（独）医薬品医療機器総合機構（PMDA）の北陸支

部及びアジア医薬品・医療機器トレーニングセンター研修所が設置され、同年

12月には海外から研修生が来県するなど、日本の代表的な医薬品生産拠点とし

ての国際的な知名度の向上や人的交流を通じた県内企業の国際展開支援に取

り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

富山県の医薬品生産金額の推移 （億円） 

医
薬
品
生
産
金
額 

全
国
シ
ェ
ア 

資料：薬事工業生産動態統計（厚生労働省） 

（％） 
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○ 一方、第４次産業革命の進展も見据え、ものづくり産業においても、高機能

素材、ナノテクなどの富山の技術の強みを活かし、次世代自動車、航空機、ロ

ボットなど成長分野への県内企業の参入を促進する必要があります。 

○ このため、県ものづくり研究開発センターでは、「高機能素材ラボ」、「デジ

タルものづくりラボ」等の最先端設備を活用し、「とやまナノテククラスター」

等の産学官が連携した共同研究を実施しており、ものづくり技術の高度化やも

のづくり人材の育成などに取り組んでいます。 

○ さらに、伝統工芸品産業を中心に、県総合デザインセンターに整備された３

Ｄプリンターなどの先端設備を活用しながら、デザイン性の高い商品開発に取

り組む企業が増加しています。県においてもニューヨークやミラノなどで、デ

ザイン性の高い工芸品等を中心とした伝統工芸品展示会の開催など海外への

販路開拓に取り組む企業の支援を行っています。 

○ また、総合デザインセンターに若手デザイナー等が集うデザイン交流創造拠

点である「クリエイティブ・デザイン・ハブ」を設置するなど、デザインを活

用した商品開発を推進しており、デザインを中心としたクリエイティブ産業・

人材の育成や集積を図っていく必要があります。 
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⑶ 地域の活力強化への動き 

（地方創生戦略による人口減少対策の推進） 

○ 本県の人口は 1998（平成 10）年をピークに全国よりも約 10年早く減少に転

じています。現在は 1975（昭和 50）年当時とほぼ同じ人口ですが、年少人口

（15 歳未満）は約半分、高齢者人口（65 歳以上）は、全国を上回るスピード

で高齢化が進行していることもあり、約３倍となっており、人口構造は大きく

変化してきています。また、生産年齢人口（15～64 歳）は 1991（平成３）年

をピークに減少に転じています。 

○ 本県の合計特殊出生率は、2006（平成 18）年に 1.34 まで低下しましたが、

2009（平成 21）年の子育て支援・少子化対策条例の制定やその後の子育て支援

施策の拡充などにより、2016（平成 28）年には 1.50 と全国平均（1.44）を上

回っています。今後、県民の希望出生率 1.9、さらには人口維持に必要な 2.07

の達成に向けて結婚から子育てまで切れ目のない支援による少子化対策を推

進していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 一方、社会動態については、従来は県内出身者で県外の大学等に進学した若

者の半分近くがそのまま県外で就職していましたが、地元への定住意識の高揚

（県内出身で県外に在住する若者の８割以上が富山に戻って住みたいとの意

向）や学生やその親へのＵターンの働きかけ、セミナーの開催などにより、2017

（平成 29）年３月大学卒業者のＵターン就職率が 58.4％と向上し、2014（平

成 26）年から 20～24歳の男性の社会動態も増加に転じ、2016（平成 28）年に

は、外国人の社会増の影響もあり、社会動態が 11 年ぶりに転入超過となりま

資料：人口動態統計（厚生労働省） 
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した。ただし、依然として、20～24 歳の女性は転出超過が顕著な傾向にあり、

女性に魅力的な職場の確保などが課題です。一方で、20 代から 30 代の若い世

代を中心に、県内への移住は進んでおり、2008（平成 20）年度には 207名だっ

た移住者が 2010（平成 22）年度には 300名、2015（平成 27）年度には 462名、

2016（平成 28）年度には 565名と増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：県地域振興課調べ 

資料：県労働雇用課調べ 

資料：富山県「人口移動調査」に基づき、県企画調整室作成 
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○ 富山県の人口は国立社会保障・人口問題研究所の推計（2040年以降は県試算）

によると、2040 年には 84.1 万人、2060 年には 64.6 万人へと減少が見込まれ

ています。本県では 2015（平成 27）年に「富山県人口ビジョン」を策定し、

合計特殊出生率が 2030 年に県民希望出生率 1.9、さらには 2040 年に人口置換

水準の 2.07まで上昇、人口の社会移動については 2020年に転出超過が顕著と

なっている若者世代の移動均衡により、本県人口が 2040年に 91.5万人、2060

年に 80.6万人となることを展望しています。 
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○ 県内高校を卒業して大学・短大へ進学する者のうち、県外へ進学する者が約

４分の３を占めています。県外に進学した学生の約４割がそのまま県外に就職

していることから、県内高校生の進学先や県内企業で活躍する人材の育成とい

う面で、県内の高等教育機関が果たすべき役割は、今後ますます重要になると

考えられます。県内高等教育機関では、新学部・新学科の創設や大学コンソー

シアムによる教育・学生支援や地域貢献活動が行われていますが、教育研究機

能の充実などによる魅力向上や、学生の県内定着促進の取組みを推進する必要

があります。 

○ 東京一極集中を是正し、本県が誇るものづくり産業など本県の強み、特色を

活かした産業・地域経済の活性化、質の高い雇用の創出などによる人口の社会

増を目指す取組みをさらに推進する必要があります。 

○ 生産年齢人口のさらなる減少を見据え、IoT やＡＩなどの技術を活用した労

働生産性の向上、多様で柔軟な働き方の実現、女性が能力を十分に発揮できる

環境整備、高齢者が意欲や能力に応じて地域社会の担い手として活躍できる生

涯現役社会の構築が重要となっています。 

 

（富山県の魅力の国内外への発信） 

○ 近年、富山県の魅力が国内外から注目、評価されるよう取組みが進んでいま

す。本県を代表する国際的山岳観光地である立山黒部アルペンルートや黒部峡

谷鉄道においては、北陸新幹線開業に伴う首都圏とのアクセス向上もあって、

例えば立山黒部アルペンルートの外国人観光客数は 2017（平成 29）年には 26

万 3,000人（前年比 109％）に増加しています。今後は、「立山黒部」が世界中

の旅行者から「行ってみたい」「また行きたい」と思ってもらえる観光地とな

るよう、世界ブランド化に向けた取組みを進めていくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

資料：立山黒部貫光株式会社 
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○ 本県に様々な恵みをもたらす富山湾については、2014（平成 26）年 10 月に

ユネスコが支援する「世界で最も美しい湾クラブ」への加盟が認められたとこ

ろですが、富山湾岸のサイクリング環境の整備やイベントの開催、新湊マリー

ナの機能拡充、マリンスポーツの観光商品化の促進など、「世界で最も美しい

富山湾」の魅力を活かした取組みを進めています。 

○ 全国初の県単位でのレジ袋無料配布廃止、法制定のモデルとなった小型家電

リサイクル、県民参加による森づくり、小水力発電等の再生可能エネルギーの

導入促進など本県の取組みや環境未来都市としての富山市の取組みが評価さ

れ、2016（平成 28）年 5月にはＧ７富山環境大臣会合が開催されました。大臣

会合で採択され、Ｇ７伊勢志摩首脳宣言にも盛り込まれた「富山物質循環フレ

ームワーク」を踏まえ、食品ロス・食品廃棄物対策など循環型社会の形成に向

けた取組みをより一層推進することとしています。 

○ さらに、高岡御車山祭の御車山行事、魚津のタテモン行事、城端神明宮祭の

曳山行事など「山・鉾・屋台行事」が 2016（平成 28）年 11月にユネスコ無形

文化遺産登録されたところです。このように県内には自然や文化的価値の高い

伝統が数多く存在しており、その維持や国内外への魅力の発信を推進していく

ことが重要です。 
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３ 県民意識とニーズ 

  県民の意識やニーズを把握し、本計画に反映させるため、県民意識調査等のアン

ケートを実施しました。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 県民意識調査（2017（平成 29）年 1月～2月実施） 

<目的> 総合計画に掲げる政策に関する県民ニーズの把握 

<対象> 県内の満年齢 18歳以上の男女 2,000名（無作為抽出） 

         県政モニター193名 計 2,193名 

<項目>  

・未来の富山に関する意識調査（10年後の県民生活に係る県民意識） 

・選好度調査（現行計画の各項目についての県民ニーズ＜重要度と充足度＞） 

 

⑵ 有識者アンケート（2017（平成 29）年 1月実施） 

<目的> 県政の主要な課題及び将来展望に係る各分野の有識者等の意見の把握 

<対象> 県内外の有識者（県の審議会委員、大学教授、民間団体の長等） 794人 

<項目>  

・10年後の県民生活のイメージ、富山県の魅力形成のために重要なこと など 

・分野ごとの課題や施策の方向性（今後 10年間に重視していくべきこと） 

 

⑶ 若者アンケート（2016（平成 28）年 12月～2017（平成 29）年 1月実施） 

<目的> 次代を担う若者の将来に対する意識や富山県に対する認識の把握 

<対象> 満年齢 18歳～29歳の男女 3,600名 

・県内高校出身者（県内、県外在住）：2,000名 

・県内在住大学生（県内、県外出身）：  400名 

・県内企業就職者（県内、県外出身）：1,200名 

<項目>  

・定住、就業、結婚、家庭に関する意識 

・富山県の現状と課題・将来像 
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情報通信技術の活用により、生活関連情報や行政・災
害関連情報などがいつでもどこでもだれでも入手し利用
できるようになっている

音楽会や演劇、美術展など、様々な文化を楽しむ機会
が増えている

学術研究や科学技術、スポーツ、文化等の分野で国内
外で活躍する人が増えている

北陸新幹線や富山きときと空港、伏木富山港の機能の
充実に伴い、国内外からビジネスや観光などで、人、モノ
が活発に行き来するなど県内経済が活性化している

地域づくりや福祉、生涯学習、国際交流・協力などのボ
ランティア、ＮＰＯ（民間非営利組織）などの活動が盛ん
になっている

環境に対する意識が高まり、環境にやさしいライフスタイ
ルが定着している

基礎的な学力を身につける教育に加え、子どもの個性・
創造性を伸ばす教育が行われている

安心して働ける職場が確保されている

環日本海地域の拠点として、県内企業と海外企業との取
引や交流が活発となり、多くの県内企業が海外へ進出し
ている

犯罪や消費者被害が減り、安心して暮らせる社会となっ
ている

女性・高齢者・障害者などが、自分にあった働き方を選
択できる環境が整っている

仕事と子育てが両立しやすいなど、安心して子どもを生
み育てることができる社会となり、少子化に歯止めがか
かっている

医療・介護サービスの充実や年金の支給などにより、安
定した老後の生活を送ることができる

高齢者、障害者をはじめ誰もが住み慣れた地域で自立
して生活できる社会が実現している

⑴ 県民の意識とニーズ（県民意識調査より） 

県民意識調査において、10年後の県民生活のイメージを尋ねたところ、情報化

が更に進展するとともに、文化に親しむ機会や各分野で活躍する県民が増加して

いると考える人が多くなっています。一方、医療・介護・年金等の高齢者の問題、

子育て、少子化などの項目ではよくなっていると思わないと回答した人が 50％を

超え、今後の少子高齢化の進展や社会保障などに対する不透明感や不安感等を反

映しています。 

県民ニーズについては、子育て・教育・健康・福祉の分野の重要度が高く、ま

た、まちの活力や雇用・人材に関する充足度が低い傾向が見られます。 

 

図表 10年後の県民生活のイメージ（2017(H29.1)調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

そう思う わからない 思わない 

無回答 

（ ）内は前回 2010(H22) 調査の割合 
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図表 重要度が高い項目（上位 10項目） 

前回得点 前回順位

1 未来 子 育 て ・ 教 育 家庭、地域、学校で取り組む子どもの健全な育成 4.47 4.08 13

2 未来 子 育 て ・ 教 育 家庭・地域・職場における子育て支援 4.46 4.34 4

3 未来 子 育 て ・ 教 育 子どもの健やかな成長を支え元気を創造する教育の推進 4.36 4.18 8

4 安心 健 康 ・ 福 祉 医療提供体制の充実 4.33 4.38 1

5 未来 子 育 て ・ 教 育 子どもの可能性を引き出し才能や個性を伸ばす教育の推進 4.33 4.18 8

6 安心 健 康 ・ 福 祉 地域の保健・医療・福祉の連携強化と共生社会の形成 4.27 4.12 12

7 子ども (ふるさとに誇りと愛着を持ち、家族や地域の絆を大切にする子どもの育成) 4.24 － －

8 活力 産 業 景気対策 4.23 4.27 5

9 安心 健 康 ・ 福 祉 高齢者福祉の充実 4.22 4.13 11

9 安心 安 全 ・ 安 心 生活交通の確保 4.22 3.97 21

順位 区分 領　域 項　　目 得点

人 づ く り

参考：前回調査（H22）

※新・元気とやま創造計画の項目について、「重要である度合い」を 5 段階で尋ねたもの。重要度の 5 段階それぞれに「きわめ

て重要である」＝5 点から「まったく重要でない」＝1 点までの得点を与え、項目ごとに回答者数で加重した平均得点を求め、

重要度に関する県民の評価を指標化した。（最高点は 5点） 

 

 

図表 未充足度が高い項目（上位 10項目） 

前回得点 前回順位

1 活力 産 業 商業・サービス業の振興と賑わいのあるまちづくり 3.79 3.41 11

2 活力 産 業 雇用の確保と人材の育成 3.56 3.64 3

3 活力 まちづくり・観光 中心市街地の賑わいの創出 3.52 3.61 4

4 安心 安 全 ・ 安 心 生活交通の確保 3.49 3.41 12

5 活力 産 業 森林の整備と林業の振興 3.48 3.15 42

6 未来 県 民 活 動 若者の自立促進とチャレンジ支援 3.43 3.29 22

7 活力 まちづくり・観光 快適で活力ある魅力的なまちづくり 3.43 3.67 2

8 活力 まちづくり・観光 選ばれ続ける観光地づくり 3.42 3.18 37

9 安心 安 全 ・ 安 心 防災・危機管理体制の充実 3.40 3.25 29

10 未来 県 民 活 動 男女共同参画の推進と女性の能力の発揮 3.39 3.22 34

順位 区分 領　域 項　　目 得点
参考：前回調査（H22）

 
※新・元気とやま創造計画の項目について、「充足されている度合い」を 5 段階で尋ねたもの。充足度得点は、充足度の 5 段階

それぞれに「十分充足されている」＝5 点から「ほとんど充足されていない」＝1 点までの得点を与え、項目ごとに回答者数

で加重した平均得点を求め、充足度に関する県民の評価を指標化した。未充足度得点は、６－充足度得点として算出し、得点

が高いほど、充足されていない項目であると考えられる。（最高点は 5点） 
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⑵ 有識者の意識（有識者アンケートより） 

   県の審議会委員や大学教授、民間団体の長などに行ったアンケート調査では、

10年後のイメージについては、情報化や県内経済の活性化、文化を楽しむ機会の

増加が進むと予想する人が多い一方、老後の安定や子育て環境の充実、少子化の

進行に対する不安が伺えます。 

   また、県が今後 10年間で重点的に推進することが求められる施策としては、「活

力」分野では雇用の確保と人材の育成、「未来」分野では元気な高齢者の活躍の

場の拡大や家庭・地域・職場における子育て支援、「安心」分野では地域の保健・

医療・福祉の連携強化と共生社会の形成が最も多くなっています。 

 

図表 10年後の県民生活のイメージ（2017(H29.1)調査） 

 

情報通信技術の活用により、生活関連情報や行政・
災害関連情報などがいつでもどこでもだれでも入手し
利用できるようになっている

鉄道、航空、港湾等の機能の充実に伴い、国内外か
らビジネスや観光などで、人、モノが活発に行き来す
るなど県内経済が活性化している

音楽会や演劇、美術展など、様々な文化を楽しむ機
会が増えている

学術研究や科学技術、スポーツ、文化等の分野で国
内外で活躍する人が増えている

地域づくりや福祉、ボランティア、ＮＰＯ（民間非営利組
織）などの活動が盛んになっている

安心して働ける職場が確保されている

基礎的な学力を身につける教育に加え、子どもの個
性・創造性を伸ばす教育が行われている

環境に対する意識が高まり、環境にやさしいライフスタ
イルが定着している

環日本海地域の拠点として、県内企業と海外企業と
の取引や交流が活発となり、多くの県内企業が海外
に販路を持っている

犯罪や消費者被害が減り、安心して暮らせる社会と
なっている

女性・高齢者・障害者などが、自分にあった働き方を
選択できる環境が整っている

医療・介護サービスの充実や年金の支給などにより、
安定した老後の生活を送ることができる

仕事と子育てが両立しやすいなど、安心して子どもを
生み育てることができる社会となり、少子化に歯止め
がかかっている

高齢者、障害者をはじめ誰もが住み慣れた地域で自
立して生活できる社会が実現している
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図表 今後１０年間を通して、特に重点的に推進していくことが求められる施策について 

（複数回答：分野ごとに３つまで） 

＜活力分野＞

1 雇用の確保と人材の育成

2 快適で活力ある魅力的なまちづくり

3 富山のブランド力アップ

4 産学官連携によるものづくり産業の高度化

5 新たな成長産業の育成

6 中小企業の振興

7 農業生産の振興

8
北陸新幹線の整備促進と新幹線駅を核と
した交流拠点づくり

9 企業立地の促進

10
商業・サービス業の振興と賑わいのあるま
ちづくり
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＜未来分野＞

1 元気な高齢者の活躍の場の拡大

2 家庭・地域・職場における子育て支援

3
子どもの可能性を引き出し才能や個性を
伸ばす教育の推進

4 交流人口の拡大、定住・半定住の促進

5
学校、家庭、地域で取り組む子どもの成長
支援

6
子どもの健やかな成長を支え元気を創造
する教育の推進

7 若者の自立促進とチャレンジ支援

8
自然、歴史、伝統文化など地域の魅力の
継承・再発見

9 男女共同参画の推進と女性の能力の発揮

10
グローバル社会における地域づくり・人づく
り
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＜安心分野＞

1
地域の保健・医療・福祉の連携強化と共
生社会の形成

2 食の安全確保と地産地消・食育の推進

3 防災・危機管理体制の充実

4 生活交通の確保

5 高齢者福祉の充実

6 医療提供体制の充実

7 健康づくりと疾病対策の推進

8
防犯・交通安全対策の推進による安全なま
ちづくり

9 自然環境の保全

10 水資源の保全と活用
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⑶ 若者の意識（若者アンケートより） 

   県内外の若者に行ったアンケート調査によれば、県内在住者のうち、県内出身

者は 94.0％(※)が富山県に住み続けたいとの意向を持っており、県外出身者でも

62.7％(※)は県内に住み続ける意向を持っています。進学や就職等を機に県外で

暮らしている県内出身者においても86.3％(※)が富山に戻って住みたいとの意向

を示しています。 (※)「一定の条件が整えば住みたい」と回答した者を含む。 

また、県内出身者で県内在住の 80.7％、県外在住の 51.5％が県内企業への就

職を希望している一方で、県外出身者で県内在住の県内企業への就職希望者は

20.0％にとどまっています。 

県内で若者が働きがいを感じられる就職先を確保するなど、若者の定住やＵタ

ーンを促す取組みが求められます。 

 

■定住意識 

問 あなたは、このまま富山県に将来も住み続けたい（戻って住みたい）と思いますか？ 

＜県内在住者＞ 

・「住みたい」と「一定

の条件が整えば住みた

い」を合わせると、県内

出身者は94.0%、県外出身

者は62.7%が住み続けた

いと回答。 

 

※「一定の条件」を尋ね

たところ、「街に活気が

あり、余暇を楽しめるこ

と」が１位で41.9%、「自

分が希望する産業等の就

職先」が２位で39.6%であ

り、県外出身者だけで見

ると「自分が希望する産

業等の就職先」が45.7%で

トップ 

 

41.7  

53.4  

15.7  

42.6  

40.6  

47.0  

15.7  

5.9  

37.3  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

全体 ( n=805) 

富山県内出身者 ( n=556) 

富山県外出身者 ( n=249) 

住みたい 一定の条件が整えば住みたい 住み続けたくない 

94.0 

62.7 
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＜県内出身の県外在住者＞ 

・「住みたい」と「一定

の条件が整えば住みた

い」を合わせると86.3％

が富山に戻って住みたい

と回答。 

 

※「一定の条件」を尋ね

たところ「自分が希望す

る産業等の就職先」が

74.6%でトップ 

28.8 57.5 13.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=233)

住みたい 一定の条件が整えば住みたい 住みたくない
 

 

■就業意識 

問 将来、希望する就職先等について当てはまるものはどれですか？ 

 

＜県内在住者＞ 

・県内出身者は80.7%が県

内企業への就職を希望す

る一方、県外出身者は

20.0%にとどまる。  

 

＜県内出身の県外在住者＞ 

・51.5%が県内企業を指向

している。 
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＜参考＞ 財政見通し 

 
  本県の財政については、平成 17年度予算編成前の段階で約 400億円の構造的財源不足

が見込まれるなど非常に危機的な状況にあったことから、平成 17年度を「財政再建元年」

と位置づけ、職員数の削減、職員給与の臨時的減額、公の施設の廃止等の行財政改革に積

極的に取り組んできました。 

こうした取組みの結果、平成 28 年度当初予算編成において、構造的財源不足を解消し

たほか、平成 27 年度決算において約半世紀ぶりに県債残高が減少したところであり、そ

の後も行財政改革や事務事業の見直し、国への地方税財源の充実・確保の働きかけ、県債

の新規発行の抑制等に努めています。 

しかしながら、今後の歳出の見通しについては、人件費は引き続き定員の適正化に取り

組むことなどにより一定程度減少するものの、社会保障関係費が高齢化の進展等に伴い毎

年増加するほか、新幹線整備に係る地方債の償還が本格化していることから、当面の間、

公債費が高い水準で推移すると見込まれます。 

一方、税収等の歳入については、今後の経済情勢や税制改正、毎年の地方財政対策の状

況等に大きく影響を受けること、世界経済の先行きが不透明な面が見られること、財政健

全化の観点から地方の歳出抑制を求める圧力が高まることなどが予想されるため、県税と

地方交付税等を合わせた一般財源総額の大幅な伸びは見込めない状況です。 

このように、本県の財政見通しについては当面は厳しい状況が続くものと想定されます

が、今後とも、行政改革や財政健全化の推進に最大限努力する一方、国に対して、偏在性

が小さく税収が安定的な地方税体系の構築や地方の一般財源総額の確保などについて、全

国知事会等とも連携しながら強く働きかけていくこととしています。 

財政構造赤字解消までの推移 
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第３章 富山県の現状と課題 

Ⅰ 基本政策分野 

＜活力とやま＞ 

１ 産業・雇用 

 ○ 本県は、豊富な電力、工業用水などに支えられ、医薬品などの化学、アルミな

どの金属、機械、電子部品を中心に、日本海側屈指の工業集積を誇っています。

また、素材や部品等を中心とした基礎素材型の業種の割合が高く、我が国の産業

を支える高い技術力を誇る企業を擁しています。 

   県内企業が国内外の競争に勝ち残るためには、大学や富山県工業技術センター

などの公設試験研究機関の優れた人材・設備・技術ノウハウを活用した共同研究

の実施等により、ものづくり技術を高度化することが重要です。 

   このため、富山県工業技術センターにおいては、ものづくりアドバイザーによ

る技術相談や連携大学院を通じた人材育成に取り組んでいるところです。 

   さらに、ものづくり技術を発展させるため、富山県ものづくり研究開発センタ

ーなどを活用した効果的な産学官連携ネットワークの仕組みによる研究開発、事

業化等を一層推進していくことが求められています。 

 ○ 県では「富山県ものづくり産業未来戦略」(2014(平成 26)年策定)に基づき、産

学官金の連携・協力のもと、高機能素材、ナノテクなど、これまでの研究開発の

成果を活かし、次世代自動車、航空機、ロボットなどの成長分野への県内企業の

参入促進に取り組んでいます。また、医薬品産業においては、本県の医薬品生産

金額が 2015(平成 27)年に過去最高の 7,325 億円(全国第１位)となりましたが、

医薬工連携による新たな製品・技術の開発の取組みが進められているほか、バイ

オ医薬品等の付加価値の高い革新的な医薬品の研究開発を促進していく必要が

あります。 

   一方で、労働力を支える生産年齢人口の減少が見込まれるなか、IoT、ビッグ

データ、ＡＩ、知能ロボットなどの第４次産業革命の進展を踏まえ、これらの技

術を活用した生産性の向上や新たな付加価値の創出などへの対応が必要となっ

ています。本県においてもこの大きな流れに乗り遅れることなく、IoT やＡＩな

どの技術の本県企業への普及を推進するとともに、起業や新分野進出、海外展開

などへの支援を強化していく必要があります。 

 ○ また、本県が提案し、国に働きかけた結果創設された「地方拠点強化税制」に

基づき、2015(平成 27)年 10月、全国に先駆けて「『とやま未来創生』企業の地方

移転・拠点強化促進計画」を策定し、企業の本社または本社機能の一部や研究開

発拠点の誘致を促進するなど、地元産業の振興と合わせた地域活性化の車の両輪
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として、企業の立地を進めています。今後も、本県の優れた技術の集積や、新幹

線開業等による企業立地環境の向上効果、環日本海地域のゲートウェイとしての

優位性、比較的自然災害が少ない本県の特徴等を十分に活かし、地域産業の振興

や企業誘致活動に積極的に取り組む必要があります。 

 ○ 有効求人倍率が 2017(平成 29)年３月には 1.75倍となるなど高水準で推移して

いるなか、今後の労働力人口の減少に適切に対応するとともに、建設、介護・福

祉などの人手不足分野や本県の基幹産業であるものづくり企業のニーズに応じ

た人材の育成・確保や、求職者と企業とのマッチングの推進等により、魅力ある

職場の確保や雇用創出に積極的に取り組む必要があります。 

 

２ 農林水産業 

 ○ 本県の農業生産は稲作を中心として行われていますが、平成 30 年産米から行

政による生産数量目標の配分廃止などの国の米政策の見直しが行われるととも

に、国際貿易の新たなルールづくりによる関税削減等の長期的な影響が懸念され

るなか、本県農業の体質強化や高付加価値化を推進することが求められます。近

年では「１億円産地づくり」等による園芸作物の生産などの取組みが進んでいる

ほか、新たなブランド米として富山米新品種「富富富（ふふふ）」を平成 30年か

ら本格デビューさせることにしています。また、認定農業者や集落営農組織が着

実に増加するなど、担い手への農地集積が進んできていますが、全国に比べて兼

業率が高く農業従事者の高齢化が進むなか、農地集積を一層加速化させるととも

に、経営基盤の安定を図るため、任意組織である農業経営体の法人化を促進する

必要があります。 

 林業については、県産材の供給体制の整備により、2016(平成 28)年の県産材の

素材生産量が 2008(平成 20)年の５万㎥の約２倍となる 9 万 7 千㎥まで増加して

きていますが、長期にわたる木材価格の低迷などから林業経営は厳しい状況にあ

ります。 

   水産業については、定置網漁業を中心とする沿岸漁業が盛んであり、新鮮でお

いしい魚介類が水揚げされていますが、近年は消費者の魚離れの進行、生産額の

減少傾向や生産コストの増大に加え、ブリなどのブランド魚の漁獲量の大幅な変

動（2015(平成 27)年漁期のブリ漁獲量は平年の 10分の１）、太平洋クロマグロの

資源管理による本県定置網漁への影響等が懸念されるなど、本県水産業を取り巻

く環境は厳しい状況となっています。 

 ○ 今後、産地間競争の激化や就業者の高齢化が一層進行するなか、経営の効率化

や担い手の育成・確保、優良な農業生産基盤の確保、生産性・収益性の向上、先
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端的な生産技術の導入などのほか、６次産業化など付加価値の増大につながる取

組みを積極的に進めていく必要があります。また、富山の食の魅力発信による農

産物・さかなのブランド力の向上や農林水産物の輸出などの国内外の市場開拓、

県産材の活用促進、つくり育てる漁業の推進などに取り組み、生産性・付加価値

の高い魅力ある農林水産業を展開していくことが求められています。 

    

３ 交通・物流基盤  

○ 北陸新幹線(長野・金沢間)の開業により、首都圏と北陸の旅客流動が飛躍的に

増加するなど、先行した他の整備新幹線を大きく上回る様々な開業効果が現れて

います。今後、新幹線の開業効果の持続・深化につながる取組みを展開していく

とともに、開業効果をさらに高めるためにも、早期に大阪まで開業し、北陸経由

で首都圏と関西圏を結ぶ「新ゴールデンルート」を形成する必要があります。 

○ 県内の高速道路では追加ＩＣ(スマートＩＣ等)の設置により、利便性の向上が

図られてきていますが、東海北陸自動車道の早期全線４車線化や能越自動車道の

早期全線開通など、引き続き県内の広域的な道路ネットワークの整備や高速道路

の利便性の向上を進めていくことが必要です。 

○ 日本海側の「総合的拠点港」である伏木富山港は、国際コンテナ航路の充実な

ど環日本海・アジア地域のゲートウェイ（※２）として着実に機能強化がなされ

ていますが、今後も伏木富山港のポテンシャルを活かした集荷力の向上や航路の

充実、新規物流ルートの開拓、港湾後背地等への物流業務施設の立地促進、クル

ーズ客船の受入環境の整備などが求められています。 

○ 富山きときと空港については、国際定期便利用者数・外国人入国者数は着実に

推移しています。一方で、国内定期便は北陸新幹線の開業後、羽田便の利用者数

が大幅に減少し、2016（平成 28）年３月より羽田便は１日６便から４便に減便さ

れたことから、羽田便の更なる利用促進、羽田空港等を利用した国内・海外との

乗継ぎにおける利便性の向上等により、羽田便の維持・安定化を図るとともに、

新規路線やチャーター便の開拓等を推進し、今後とも国内外との「空の玄関口」

として発展していくことが求められています。 

 

（※２）ゲートウェイ 海外諸国と国内をつなぐ出入口のこと。 

 

４ 観光・まちづくり 

 ○ 北陸新幹線開業などによる交通基盤の強化、外国人旅行者数の大幅な増加など、

本県の観光を取り巻く環境は大きく変化しています。2016(平成 28)年の県内の延
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べ宿泊者数は約 3,408千人となっており、前年と比べて減少したものの、付加価

値の高いサービスを提供している宿泊施設は好調を維持しています。また、食や

土産品等を中心に本県を訪れた旅行者の満足度は、全国でも上位にありますが、

一方で、観光消費額や滞在時間は、伸びてきているものの、まだ全国平均より低

い水準にとどまっています。 

 ○ 今後とも選ばれ続ける観光地となるよう、的確なマーケティングに基づき、富

山らしい魅力ある観光資源の掘り起こし・磨き上げと戦略的プロモーション（※

３）をさらに推進するとともに、北陸新幹線の全線整備による「新ゴールデンル

ート」、東海北陸自動車道、能越自動車道等の整備による「昇龍道」など周遊・

滞在型の魅力ある広域観光ルートの形成、産業観光をはじめとした多彩なツーリ

ズムの展開、おもてなし力の向上、豊かな食の磨き上げと発信、県産品などのブ

ランド力の強化や富山の地域イメージの向上などに一層力を入れていく必要が

あります。 

 ○ また、海外からの観光客を呼び込むため、東アジアや東南アジアからの誘客は

もとより、欧米・豪州などの新たな観光市場の開拓に努めるとともに、外国人個

人旅行者（ＦＩＴ※４）の受入環境を整備することが重要となっています。 

 ○ 本県には、「世界遺産五箇山」やユネスコ無形文化遺産の「山・鉾・屋台行事」

といった世界的に評価される文化資源があります。さらに、2014(平成 26)年に「世

界で最も美しい湾クラブ」への加盟が認められた富山湾について、国際的なブラ

ンドとしてその加盟効果を最大限に活かし、さらなる魅力のブラッシュアップ・

発信により観光振興や地域活性化につなげていくとともに、本県が世界に誇る観

光資源である「立山黒部」の魅力を更に磨き上げ、世界中の人々から「行ってみ

たい」「また行きたい」と思ってもらえる観光地となるよう、世界ブランド化に

向けた取組みを進めることが求められています。 

 ○ 郊外居住の進行、商業・公共施設等の郊外移転、大型店の郊外出店などにより、

中心市街地やまちなかの空洞化が進み、商店街の衰退や空き店舗の増加などが顕

著となっているほか、自家用車に頼らざるを得ない生活環境にあり、特に高齢者

などにとって、買い物などの日常生活が不便な状況が生じています。 

 ○ 中心市街地活性化基本計画などに基づき、中心市街地の賑わい創出につながる

様々な取組みが行われていますが、今後も中心商店街の活性化、自家用車に頼ら

なくてもまちなかで快適に暮らせるまちづくりなどをさらに推進するとともに、

水辺空間や歴史・文化など地域の資源を活かした、個性的で魅力的なまちづくり

を一層進めていくことが必要となっています。 
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（※３）戦略的プロモーション 的確なマーケティングに基づき、ターゲットの特性に応じて媒体を選定しなが

ら効果的に観光 PR を行うこと。 

（※４）ＦＩＴ Foreign Individual(or Independent) Tourer／Traveler 
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＜未来とやま＞ 

５ 結婚・出産・子育て  

 ○ 本県は、待機児童ゼロを実現しているほか三世代同居世帯の割合が多いなど、

子育てしやすい環境にあります。しかしながら、合計特殊出生率は 2016(平成 28)

年には 1.50 と、近年回復し全国平均の 1.44 を上回っているものの、県民の希望

出生率 1.9 との間にギャップが生じています。 

○ また、少子高齢化や核家族化の進行などにより、地域での子育て力や教育力が

低下しているとの指摘もされています。子育て家庭を取り巻く環境が複雑化・多

様化するなか、子どもの健やかな成長を見守るとともに子育て世代の親を孤立さ

せないよう温かく見守り支える地域づくりが重要となっています。 

 ○ 国は、待機児童対策をはじめ保育サービスの量と質の確保などの様々な課題に

取り組むための「子ども・子育て支援新制度」を 2015（平成 27）年 4 月から本

格スタートさせましたが、本県でも、多様なニーズに応じた保育サービスの拡充

など積極的な子育て支援等を展開するほか、出会いから結婚、妊娠、出産までの

切れ目のない支援、仕事と子育てを両立できる職場環境の整備、子育て家庭の経

済的負担の軽減、児童虐待の防止などに総合的に取り組んでいく必要があります。 

 

６ 教育 

 ○ 本県の全国学力・学習状況調査の結果は、全国トップクラスですが、これから

も基礎基本の学力を身につけるとともに、探究力や自ら課題を解決できる能力、

コミュニケーション能力、論理的思考力を育む教育、能動的な学習を進めていく

必要があります。 

 ○ 本県では、少人数指導と少人数学級を組み合わせた効果的な少人数教育の推進、

全国に先駆けた小学校英語専科教員の配置をはじめとするきめ細かな教育の充

実、科学的な思考力・問題解決能力を伸ばすための「探究科学科」や「ものづく

り中核校」の設置、「とやま科学オリンピック」の開催など富山ならではの質の

高い教育として、「富山スタンダード」を推進してきました。 

 ○ 一方で、特別支援学校や特別支援学級の在籍者及び通級による指導を受ける児

童生徒が増加しており、個別の教育的ニーズに応じた適切な指導・支援を提供で

きる、多様で柔軟な仕組みの整備が求められています。 

 ○ また、グローバル化の進展など大きく変化する時代のなかで、ふるさとに誇り

と愛着を持ち、地域や世界で活躍する人材を育てるため、ふるさと富山を題材に

した郷土史・日本史学習補助教材や英語で表現する教材の活用といった「ふるさ

と学習」の新たな取組みも進んでいます。 
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 ○ 県内の高等教育機関では、県内外の優秀な学生に進学先として選択されるよう、

学部・学科の再編、新設など、魅力向上、教育研究機能の充実等に取り組んでい

ます。また、大型研究資金の獲得や産学官連携の促進により、地域の課題や社会

の要請に応える研究を推進し、その成果を広く地域社会に還元するとともに、教

育水準の向上、研究機能の強化、大学コンソーシアムによる相互連携の活性化な

どを図り、県内産業への人材供給や若者の県内定着に一層貢献することが求めら

れています。 

○県立大学においては、2017（平成 29）年 4 月の医薬品工学科の新設、知能ロボ

ット工学科の開設（2018（平成 30）年 4 月予定）や質の高い看護師を育成する

ための看護学部の創設（2019（平成 31）年 4 月予定）など、教育研究体制の充

実や施設整備等を進めています。 

 

７ 文化・スポーツ、県民活動 

○ 芸術・文化については、多彩な文化活動に多くの県民が参加していますが、学

校単位での団体鑑賞など子どもが文化に親しむ機会や、県民が文化を鑑賞する機

会などについて、一層の拡充が求められています。また、県民が芸術文化活動の

創造に参加し、交流する機会を充実していくことも重要です。 

○ 富山県利賀芸術公園では、国内外の一流の舞台芸術家が集い、舞台芸術の拠点

づくりが進んでいるほか、世界ポスタートリエンナーレトヤマ(2015（平成 27）

年)、とやま世界こども舞台芸術祭(2016（平成 28）年)の開催など、国際的にも

評価されている質の高い芸術文化活動が展開されており、芸術文化人が集う芸術

文化の拠点の形成を進めていくことが必要です。 

○ スポーツの振興については、富山マラソンや富山湾岸サイクリングなど県民参

加型のイベントや競技大会の開催に取り組んでいるものの、成人の週１回以上の

スポーツ実施率が国の平均を下回っており、今後、高齢化も進展していくことか

ら、生涯にわたり気軽にスポーツに親しむことができる環境づくりが課題となっ

ています。 

○ また、2016（平成 28）年のリオデジャネイロオリンピックでの２人の金メダ

リスト、パラリンピックでの銀メダリストが誕生したことにより、トップアスリ

ートの活躍を県民あげて応援する機運が高まっており、2020 年の東京オリンピ

ック・パラリンピックや本県で開催される国民体育大会冬季大会スキー競技会な

どに向けて、世界や全国の檜舞台で活躍できる本県アスリートの育成・強化を図

っていく必要があります。 

○ 近年、地域づくりや公共サービスの新たな担い手として、ボランティアやＮＰ
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Ｏへの期待が高まっています。しかしながら、県内のＮＰＯ活動団体は、組織的、

財政的に小規模なものが多く、行政・県民・企業と連携していくことが重要です。 

○ また、男女ともにその個性と能力を十分に発揮できる社会の実現に向けた男女

共同参画の取組みや、地域における外国人住民との共生や異文化の相互理解など

多文化共生に向けた取組みを推進していくことも重要です。 

 

８ 魅力ある地域づくり 

 ○ 本県には、世界遺産である五箇山の合掌造り集落や 2016（平成 28）年 11 月

にユネスコ無形文化遺産に登録された「山・鉾・屋台行事」をはじめ、世界遺産

登録を目指す「立山・黒部」や「近世高岡の文化遺産群」など、自然、歴史、伝

統文化、食などの多彩な地域の魅力があり、それらの地域資源を活かしたまちづ

くりや自然景観の保全、魅力ある都市景観づくりに向けた取組みが県内各地で進

められています。また、2016（平成 28）年度には現役世代を中心に、過去最高

の 565 人が県内に移住するなど、都市部の住民の地方移住のニーズは年々高まっ

ており、今後も引き続き都市部を中心に移住先としての富山県の魅力を発信する

ことが必要です。 

一方、県民一人ひとりがふるさとに誇りと愛着を持ち、自らのアイデンティテ

ィを持って生きていくことが大切であり、自分たちが生まれ育ったふるさとをあ

らためて見つめ直し、県民が主体となって地域の魅力を発掘、再発見することが

ますます重要となっています。 

 ○ 農山漁村においては、若者の流出に伴う過疎化や高齢化の進行等により、地域

コミュニティ機能の低下や荒廃農地の増大が懸念されています。特に中山間地域

においては、地域住民と一体となった集落の主体的な取組みに加え、多様な活動

主体の支援・連携による総合的な地域活性化への取組みが求められています。 

○ 森づくりについては、「水と緑の森づくり税」を活用して、里山林や混交林の整

備を着実に進めています。また、富山県が全国に先駆けて開発した森林資源の循

環利用と花粉症対策の両立に寄与する優良無花粉スギ「立山 森の輝き」の植栽

や普及に取り組んでいます。今後とも、県民全体で支える森づくりを推進してい

くことが重要です。 
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＜安心とやま＞ 

９ 医療・健康  

○ 本県の健康寿命は、2013（平成 25）年で男性が 70.95歳（H22から＋0.32歳）、

女性が 74.76歳（H22から＋0.40歳）と伸びてきていますが、平均寿命とは男性

で約 9 年、女性で約 12 年の差があることから、さらに生活習慣の改善や健康づ

くり、生きがいづくりの取組みなどを進めることにより、健康寿命を延伸し、県

民一人ひとりが心身ともに健康な生活を送ることができる環境づくりが重要で

す。また、多くの人がストレスや心の悩みなどこころの健康の問題を抱えている

とともに、特に犯罪や交通事故に遭われた被害者や家族の方は、犯罪によって直

接、身体的、精神的又は経済的な被害を受けるだけでなく、様々な二次的被害を

受ける場合があるので、こうした人の痛みに寄り添い、支えていくことが必要で

す。 

○ 本県では、県民のいのちを守る医療提供体制の充実を図るために、ドクターヘ

リの導入（2015（平成 27）年 8月運航開始）や県立中央病院の先端医療棟の整備

（2016（平成 28）年 9 月開設）、県リハビリテーション病院・こども支援センタ

ーの整備（2016（平成 28）年 1 月開設）、在宅医療に携わる医師のネットワーク

づくりや訪問看護ステーションの充実、がんの最先端医療の提供や地域での医療

提供体制の構築などに取り組んできていますが、今後も高齢化の進展や医療の高

度化などが見込まれるとともに、地域における医療と介護のスムーズな連携が求

められることから、体制の充実を一層図っていくことが必要です。 

○ また、医療提供を担う医師は初期臨床研修医の確保などにより増加してきてい

る一方で、小児科、産科等の特定の診療科においては、いまだ医師が不足してい

る状況にあります。看護師、助産師、保健師の数も増加してきていますが、訪問

看護や介護施設における看護師や保健師の需要増などから供給不足の状況にあ

るなど、身近な地域で質の高い医療提供を担う人材の育成、確保が重要な課題と

なっています。 

 

10 地域福祉 

○ 少子高齢化や核家族化などの社会環境の変化に伴い、家庭での介護や子育ての

機能が弱体化しています。また、高齢者のみ世帯の増加、認知症の方の増加が見

込まれている一方で、医療や介護が必要となっても住み慣れた地域で暮らし続け

たいという高い県民ニーズがあります。このため、本県では、これまで、民家を

改修した小規模な建物等で高齢者、障害児者、子どもなどを家庭的な雰囲気でケ

アする「富山型デイサービス」の整備促進や、地域住民によるケアネット活動の
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充実、相談支援機関の整備（富山県がん総合支援センター（2013（平成 25）年 9

月開設）、富山県若年性認知症相談・支援センター（2016（平成 28）年 7月開設））

などを進めてきたところです。今後も、高齢者、障害児者、子どもなど県民だれ

もが住み慣れた地域でいきいきと健康に、安心して暮らすことができ、ともに支

えあう地域共生社会の実現に向けて、医療、介護、介護予防、住まい、生活支援

サービスが包括的に確保される地域包括ケアシステムの構築や、医療、介護、福

祉、就労などに関する相談体制の充実、障害者の方が地域で安心して暮らすため

の必要なサービスや就労に向けた支援等の取組みを推進していくことが必要で

す。 

 ○ 本県の介護職員は概ね順調に増加してきていますが、今後の高齢化の進展に伴

う要介護者の増加に対応していく必要があります。また、保育士も増加しており、

待機児童ゼロを維持していますが、低年齢児の保育ニーズの増加や延長保育、病

児病後児保育などに対応する必要があります。今後の多様できめ細やかな介護・

福祉サービスへの需要に対応するため、身近な地域で質の高い介護・福祉サービ

スを担う人材の育成、確保や職場への定着が重要な課題となっています。 

 

11 環境・エネルギー 

 ○ 本県では、全国初の県単位でのレジ袋無料配布廃止、マイバッグ持参率が全国

トップの 95％に達していること、ペットボトル・トレイ等の資源物の店頭回収な

どの環境配慮行動に消費者と協働で取り組む小売店舗を登録する「とやまエコ・

ストア制度」の創設など、県民総参加によるエコライフを推進してきており、Ｇ

７富山環境大臣会合においてこうした取組みが高く評価され「富山」の名を冠し

た「富山物質循環フレームワーク」が採択され、Ｇ７伊勢志摩首脳宣言にも盛り

込まれました。こうしたことを踏まえ、循環型社会・低炭素社会づくりに向け、

県民総ぐるみで食品ロス・食品廃棄物の削減等の３Ｒ（※５）、節電・省エネル

ギー、環境教育などに取り組む必要があります。 

（※５）３Ｒ 廃棄物の発生抑制：Reduce、再使用：Reuse、再生利用：Recycle 

 

 ○ また、大気や水質の環境基準の達成状況を見ると本県の生活環境は良好な状況

にありますが、近年の日本海対岸地域の急速な工業化や都市化の進展、人口集中

等により、漂着ごみ、海洋汚染、越境大気汚染、黄砂などの環境問題の顕在化が

懸念されています。今後とも、北東アジア地域における環境保全の取組みや北西

太平洋地域海行動計画（ＮＯＷＰＡＰ）の活動支援などを通じて、環日本海地域

における国際環境協力を積極的に推進していく必要があります。 
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○ 本県は、本州随一の植生自然比率を誇り、豊かで清らかな水環境に恵まれてお

り、こうした本県の豊かな自然環境や水資源を保全するため、全国に先駆けて発

足したナチュラリスト制度、ライチョウなどの希少野生動植物保護活動や、地下

水の守り人の養成や富山県水源地域保全条例の制定（2013（平成 25）年 4月）に

よる水資源保全などの取組みが行われています。今後、交流人口の増加などに伴

う環境への負荷が増大する懸念もあることから、自然環境の保全に配慮した適正

利用のための取組みが求められています。 

○ さらに、豊かな県民生活や経済の持続的成長を支えるエネルギーの供給源を確

保するとともに、温室効果ガスの排出抑制を図るため、本県の地域特性を踏まえ、

豊富な水資源を活かした小水力発電所の整備や、全国２位の地熱資源量を活かし

た地熱発電の開発に向けた調査など、再生可能エネルギーの導入を一層推進する

とともに、将来をにらんだ水素などの新たなエネルギーの利活用にも取り組んで

いく必要があります。 

 

12 安全・安心な暮らし 

 ○ 本県は、台風や地震などの災害が比較的少なく、また、出火率が 26 年連続で

全国最小となっているほか、刑法犯の認知件数が 15 年連続で減少するなど、安

全・安心な暮らしやすい県であるといえます。 

○ 一方で、全国的に自然災害の発生が相次いでいますが、本県でも近年は集中豪

雨や高波、海岸侵食、地すべりなどによる被害の発生や、弥陀ヶ原の火山災害警

戒区域の指定、今後 30 年以内に地震発生確率が高いと評価されている断層帯の

存在など、自然災害のリスクへの対策が求められています。また、県内では過去

には何度も大火に見まわれています。県では、これまで、消防の広域化の推進や

広域消防防災センター（2012（平成 24）年 4月開設）を利用した訓練活動や自主

防災組織の組織化の促進、児童生徒への実践的な防災教育の推進、橋梁等公共土

木施設・学校施設の耐震化、治山・治水・砂防・海岸保全等の施設整備などを進

めてきているところですが、様々な危機事案に対して迅速かつ適切に対応できる

防災・危機管理体制を整備するとともに、「防災・減災」の考え方を基本に、県

民の防災意識の高揚や災害に強い県土づくりを進めていくことが必要です。 

  また、橋梁等のインフラの老朽化が進む中で、施設の長寿命化を図るなど、公

共施設の計画的な維持管理が求められています。 

○ 本県では住民が主体となった民間パトロール隊や学校安全パトロール隊など

の活動が活発に行われており、地域の安全確保に大きな役割を果たしています。
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一方で、近年は、児童生徒等への不審な声かけなどが後を絶たず、また、特殊詐

欺などの犯罪の組織化・広域化・複雑化やサイバー空間の脅威が深刻化するなど、

地域の防犯活動の一層の充実や新たな犯罪から県民を守るための取組みが求め

られています。 

 ○ さらに、交通事故死者数に占める割合が依然として高い高齢者の方への交通事

故防止対策や、免許証を返納された高齢者や学生・生徒など自動車を運転できな

い方の日常生活を支える地域公共交通サービスの確保、充実がより重要となって

きています。また、消費者トラブルの内容が複雑・多様化する中、依然として高

齢者や若者が被害に巻き込まれるケースが多いため、トラブルを未然に防止する

ための消費者教育などに取り組む必要があります。 



- 46 - 

Ⅱ 重要政策分野 

＜人づくり＞ 

１ 子どもの健全育成 

○ 本県は、勤勉で教育熱心な県民性に支えられ、「教育県富山」として全国的に

も高く評価されてきました。近年の少子高齢化や人口減少の進行により教育を取

り巻く環境が大きく変化する中において、少人数指導と少人数学級それぞれの良

さを組み合わせた効果的な少人数教育の実施、学校や地域における特徴的な文化

体験プログラムの展開、いのちを大切にし、他人を思いやる心を育む「いのちの

教育」など、優れた知性、豊かな心、たくましい体を持った子どもの育成に取り

組んでいます。未就学児については、人間形成の基礎が培われる時期であり、家

庭や地域等で乳幼児の心と体を育むことが重要です。 

○ 経済・社会のグローバル化や情報化が進み、新しい科学技術が創造され、人々

の価値観が変化することが予想される中において、今後の社会を担う人材には想

定外や未知の事象に果敢に主体的に立ち向かう能力が求められており、教育の場

においては体験的な学習や能動的な学習を進めていく必要があります。また、知

識重視に偏重しないバランスのとれた学力、探究力や課題解決能力、科学的・論

理的思考力の育成、社会人としての職業観や勤労観等を備えた人材育成も求めら

れており、県では「とやま科学オリンピック」や「社会に学ぶ『14 歳の挑戦』」

を実施し、実績は順調に伸びています。 

○ ふるさとに誇りと愛着を持ち、家族や地域の絆を大切にしながら、未来の郷土

を支え、社会の発展に貢献できる人材の育成が求められており、本県独自の教材

を活用したふるさと学習を推進しています。2016（平成 28）年の地域の行事に参

加する児童生徒は、小６が 82.2％、中３が 55.1％と、全国に比べ高い状況にあ

ります。 

 

２ 若者の成長と自立、社会参加 

○ 高校卒業者の就職内定率は 2016（平成 28）年度末には 100％で全国１位、大学

等卒業者も 98.2％と全国平均を上回っており、引き続き、若者の円滑な就職支援

に取り組んでいく必要があります。また、インターンシップの一層の促進など体

系的なキャリア教育やグローバル教育等により若者の可能性を引き出し、才能を

伸ばしていく必要があります。 

○ フリーターやニート等の若者の自立に向けた総合的な支援を行うとともに、若

者の卒業後３年以内の離職率が大卒者で 27.1％（2013（平成 25）年３月卒業者）

と高い水準にあることから、若者労働者の職業意識の醸成と職業能力の向上が求
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められています。また、意欲のある若者が社会で求められる分野の担い手として

活躍できるよう支援していく必要があります。 

○ 本県の若者のボランティア行動者率は全国平均より高い水準にはあるものの、

７割以上の人が実施していない状況にあるため、若者が社会貢献を行おうとする

姿勢を身につけ、地域の防災・防犯活動、自然保護・環境保全活動などの地域づ

くりやボランティア活動で活躍することが重要です。 

○ 本県においても未婚化、晩婚化が進んでおり、特に男性（25〜34歳）の未婚率

は全国平均を上回っています。生命の尊さや結婚・家庭の持つ意義についての理

解を深めるとともに、出会いの場の提供など支援を行っていく必要があります。 

 

３ 女性の活躍 

○ 1986（昭和 61）年に男女雇用機会均等法が施行されて以来、1999（平成 11）

年の労働基準法改正による女性の深夜業務制限の撤廃、2001（平成 13）年の育

児・介護休業法改正による育児休業などの取得を理由とする不利益取り扱いの禁

止など各種法制度の整備により男女の均等な機会及び待遇の確保は大きく進展

し、女性が働く場、活躍の場は着実に広がっていますが、女性が個性と能力を発

揮しながら働き続けるためには、男性中心の働き方を前提とする長時間労働の是

正や柔軟で多様な働き方など働き方改革を進めることが重要です。 

○ 仕事と子育ての両立を図るために必要な雇用環境の整備等を進めるための一

般事業主行動計画の策定が進んでいます。2017（平成 29）年 4 月から県子育て

支援・少子化対策条例の改正により策定が義務化された従業員 30人以上 50人以

下の企業の計画策定を支援し、働きやすい職場づくりをさらに進める必要があり

ます。また、第１子出産を機にフルタイム勤務の女性の 48.3％が常勤を辞めて

いるという状況にあり、女性が安心して働き続けることができる環境づくりや再

就職支援を進めていく必要があります。 

○ また、女性の就業率や平均勤続年数は全国トップクラスにあるものの、女性の

管理職比率は全国的にも低い現状にあり、女性のキャリアアップや管理職への積

極的な登用を推進していく必要があります。さらに、本県の専門的・技術的職業

従事者のうち研究者及び技術者における女性の割合は 2015（平成 27）年には

13.6％と全国２位であり、引き続き理系文系を問わず次代を担う女性研究者等の

育成を進めていく必要があります。 

 

４ 働き盛りの能力発揮 

○ 中長期的に生産年齢人口が減少し続ける中、本県の活力を維持していくために
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は、一人ひとりの労働者がスキルアップやキャリアアップができる仕組みを構築

し、労働生産性の向上に向けた取組みを進めることが重要です。また、すべての

人がいきいきと活躍できる環境づくりのためには、個性や能力に応じた多様な働

き方ができるよう働き方改革を進めることが不可欠です。新分野進出や創業を目

指す起業家を育成する「とやま起業未来塾」は着実に成果を上げ、2016（平成 28）

年までの修了生 287名のうち、206名が創業等に至っています。また、「とやま観

光未来創造塾」や「とやま農業未来カレッジ」において観光の担い手や青年農業

者の育成を行っています。 

○ 地域活動に参加している人の割合は 2016（平成 28）年には 58.7％と減少傾向

にあり、地域コミュニティの連帯感は希薄化しています。ボランティア・ＮＰＯ

活動、自主防災組織、消防団、民間の防犯パトロール隊など、様々な形で地域活

性化を担う人材が育つ環境づくりを進めていく必要があります。 

○ なお、本県は、生活保護受給者の割合は全国で最も低いものの、経済的に厳し

いひとり親家庭も多く、親の世代の貧困が、子どもの教育格差、不利な就職を経

て、次の世代の貧困につながる「貧困の連鎖」の防止を図っていく必要がありま

す。 

 

５ 高齢者の生きがいと社会貢献 

○ 富山県の高齢者人口は、2020年頃にピークを迎えますが、総人口の減少に伴い、

高齢化率はその後も上昇が続く見込みです。本県の介護を必要としない 65～74

歳の高齢者の割合は 2017（平成 29）年３月に 96.2％と全国平均を上回っており、

こうした高齢者が意欲や能力に応じて地域社会の担い手として生涯活躍できる

「エイジレス社会（生涯現役社会）」を実現することが極めて重要であり、健康

寿命の延伸とともに高齢者の就労支援や働きやすい環境の整備を進めていく必

要があります。 

○ また、富山県の老人クラブ加入率は全国１位であり、ボランティアや健康づく

り、世代間交流など多彩な活動を展開しています。今後も高齢者が生きがいを持

って、生涯学習活動、スポーツ活動、地域活動に取り組む環境づくりを行ってい

く必要があります。 

○ 高齢者が長年培ってきた知識や経験、技能が次の世代にしっかり継承されるこ

とが重要です。伝統産業においては、技能・技術面で高い水準にあるものの、後

継者不足が深刻な問題となっていることから、後継者の確保・育成と技術の継承

に向けた取組みを進める必要があります。 
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第４章 富山県の目指すべき将来像 

１ 県づくりの視点 

  国内外の社会経済情勢が急速に変化し続ける中において、これからの時代の流れ

を敏感に察知しながら、既存の固定観念にとらわれることなく柔軟な発想で新たな

モデルを構築して、時代を先導するトップランナーとして果敢に挑戦していくこと

がグローバル社会を生き抜く上でますます重要となっています。富山県は、北陸新

幹線が開業し、まさに新しい時代の節目に立っていますが、こうしたフォローの風

を受けている時期にこそ、今後の県づくりの方向性を見定めて、本県の優れた基盤、

魅力や強み、優位性を十分活かしながら、少子・高齢化や人口減少の進展による諸

課題を克服し、場合によってはチャンスに変えて新しい時代を先導する活力と魅力

あふれる県、ひいては日本再生・再興の一翼、一端を担い得る県として、確固たる

基盤を構築していくことが重要です。 

 

富山県は、北陸新幹線が開業して首都圏とのアクセスが格段に向上し、開業効果

が顕著に現れていますが、さらに今後の延伸により関西圏、中京圏とも結ばれ、３

大都市圏との経済的文化的な交流を一層高めていく必要があります。また、環日本

海地域、アジア地域との玄関口として極めて恵まれたポジションにあります。こう

した本県の優位性を活かし、人・モノ・情報の流れを活発化し、経済・文化の両面

で価値を高めていくとともに、グローバルな視点でダイナミックな発展を遂げつつ

あるアジアを中心とした地域の成長力を取り込んでいくことが重要です。 

 

また、現代社会においては、人間関係が希薄化しているといわれますが、安定し

た人間関係の絆が構築され、地域との関係を保っていくことが、個人の力、地域の

力の源です。富山県は、県民の心の拠り所であるふるさととなりうる雄大で美しい

自然、地域に根差した文化、勤勉で進取の気性に富む県民性があり、富山に生まれ

育ったことに自信と誇りを持って未来に飛躍していく人材を育んでいくことが将

来の県の発展の礎となります。 

 

こうしたことから、この計画では、今後の県づくりにおいて特に重要となる４つ

の視点を提示します。これらの視点は、今後 10 年を見据え、富山県が一層の発展

を遂げるために不可欠なものであり、県づくりの目標に向かって諸政策を展開する

にあたり、常にこうした視点を中心に据えながら取り組んでいくこととします。 

 

 



- 50 - 

 県づくりの視点 

○ 新たな価値創出 

・ 本県は、低廉な電力と豊富な工業用水に支えられ、高いものづくり技術を活

かし、アルミ産業の発展、医薬品、ロボット、ＩＴ関連分野など最先端のもの

づくり企業の振興により、日本海側屈指の産業集積を築いてきました。 

・ 本県の経済をさらに発展させていくには、本県産業の背骨ともいうべき製造

業の新たな発展・飛躍が不可欠であり、IoT、ＡＩ、ビッグデータ、ロボット

などの第４次産業革命の進展等による新技術、新商品の研究開発と新成長産業

の育成を進めていきます。 

・ また、価値観が多様化する中でアートとデザインをつなぐなどの視点に立っ

た新たな文化の創造など、ソフトパワーである文化の力で心の元気を生み出し、

経済面の強みや特色と文化力の向上の相乗効果による新たな価値創出を目指

します。 

・ 北陸新幹線の大阪までの全線開業により、北陸・信越、関西圏、中京圏、首

都圏をネットワーク化して世界的な経済・文化圏である「大ゴールデン回廊」

を創出し、多彩な活力と魅力を有する富山県がその重要な一角を担うことを展

望します。 

・ 富山にしかない価値や富山の強みとなる価値を創出し、「大ゴールデン回廊」

の広域経済文化圏において存在感を発揮できる県を目指します。 

 

○ グローバル新時代 

・ 世界の人口は、特にアジア、アフリカを中心に増加し、2060年には 100億人

を突破すると予想されています。また、2030年頃にはインドが中国を抜きトッ

プになる見通しです。 

・ 中国、アセアン、インド等の新興国の台頭で、世界のパワーバランスが多極

型へ変化し、全世界を見渡したグローバルな視点が重要となっている中で、い

わゆる「逆さ地図」に見てとれるようにアジア大陸に向けた日本の玄関口とな

っている富山県の地の利を活かし、世界の成長センターとなっているアジアを

中心とした国々との産業や観光の面での交流を深め、その成長エネルギーを取

り込みながらともに発展していきます。 

・ グローバル化の中で各地域が価値観の多様性を互いに認め合う多文化共生の

取組みが重要となります。また、グローバル化の波に飲まれることなく地域の

オリジナリティをしっかり堅持し、発信力を強化します。 
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○ ふるさと 

・ 富山県は、勤勉で進取の気性に富む県民性、持ち家率や三世代同居率、老人

クラブ加入率の高さなど地域や家に対する愛着、雄大な立山連峰や神秘の海富

山湾などの美しい自然環境、豊かで清らかな水と新鮮で美味しい食などが「群」

となって、全国トップクラスの暮らしやすさを形成しています。 

・ ふるさとは県民の生活、活動の場で、心の拠り所にもなるものであり、ふる

さとの魅力を知り、理解を深めるとともに、ふるさとへの誇りと愛着を育みな

がら、誰もが快適にいきいきと働き暮らせる社会を創り出し、富山発の地方創

生を実現していきます。 

・ 特に、富山県に生まれ育った若者が、ふるさとへの愛着と誇りを持ち、それ

を心の支え、基盤としながら健やかにたくましく成長し、未来を切り拓いてい

くことが期待されます。 

 

○ 人づくり 

・ 様々な分野において活躍する有意な人材は、県づくりの根本となる最も貴重

な財産であり、あらゆる取組みは、意欲と情熱をもった人のリーダーシップと

多くの人の理解と協力の有無によって成否が決まるといっても過言ではあり

ません。 

・ 第４次産業革命が進展する新しい時代には、労働力がＡＩや機械に代替され

る一方で新たな財やサービスの創出による労働需要が増大すると予想されて

おり、こうした変化への対応力を持ったコミュニケーション力や技術開発力、

文化力などを備えた人材を育成していきます。また、これからの富山県や日本

を支えるとともに、ふるさとに心の根をおきながら、グローバルな舞台でも活

躍できる人づくりを進めていきます。 

・ それぞれのライフステージにおいて、健康で生きがいを持って暮らし、意欲

や能力に応じて様々な分野で活躍するとともに、若者、女性、高齢者、障害者

など多様な人材がお互いに支え合いながら共生できる社会の実現に向けた取

組みを進めていきます。 
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２ 目指すべき将来像と計画の基本理念（目標） 

  「元気とやま創造計画」、「新・元気とやま創造計画」では、富山県の目指すべき

将来像として、「活力とやま」「未来とやま」「安心とやま」を設定し、県民誰もが、

自らの個性や能力を発揮しながら、夢と希望を持っていきいきと働き、安心して暮

らせる県の実現を図ってきました。 

  これらの将来像については、社会経済情勢が大きく変化する中にあっても揺るが

ない、県づくりの根本となる基本的方向を示すものであり、この計画においても、

これら３つの目指すべき将来像を引き続き堅持します。そして、先に示した県づく

りの視点など新しい観点も盛り込みながら、時代の変化に対応した政策を展開し、

富山県の一層の発展を図っていきます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

勤勉で進取の気性に富む人材、恵まれた自然、歴史・文化、交通・情報通信基

盤、産業集積などを活かし、創意工夫、意欲ある取組みが展開されている「活力」

あふれる県 

 

 

明日を担う人材が健やかに育まれ、文化・スポーツの振興など多彩な県民活動、

ふるさとの魅力を活かした地域づくりが進められている「未来」への希望に満ち

た県 

 

 

豊かな自然や生活環境を活かし、住み慣れた地域の中で、健康で快適に、安

全で「安心」して暮らせる県 

活力とやま 

未来とやま 

安心とやま 
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富山県は、半世紀近くにわたる県民の悲願であった北陸新幹線が開業し、新時代

に飛躍する大きなチャンスを迎えています。 

本県は、美しい自然と調和のとれた豊かな環境、特色ある文化、日本海側屈指の

多様な工業集積などを有し、また、厳しい風土に揉まれながら、勤勉で粘り強い県

民性や積極進取の気性、豊かな創造力とたくましい行動力が育まれてきました。 

今こそ県と県民、企業、地域の団体、市町村など様々な主体が一体となり、本県

の持つ自然、歴史、文化、産業の強みを活かし、そして県民のパワーを結集して新

しい県づくりに向けた取組みを力強く進めて行くことが何よりも重要です。 

この計画では、これからの県づくりの視点として「新たな価値創出」、「グローバ

ル新時代」、「ふるさと」、「人づくり」の４つを提示し、これを踏まえた「活力とや

ま」、「未来とやま」、「安心とやま」の３つの将来像の実現を目指していますが、何

よりも県づくりの主役である県民一人ひとりが、若い人から高齢者まで、男性も女

性も障害の有無にかかわらず、生涯にわたって高い志を胸に健康で生き生きと輝い

て学び、働き、暮らしていくことによって、元気なふるさと富山県の実現が可能と

なると考えます。 

これから、本格的な人口減少社会に突入していきますが、将来に向けて希望を持

って新時代の富山県を切り拓いていこうとする決意で県民の皆さんと一緒になっ

て県づくりを進めて行きます。 

このため、この計画では、 

「 みんなで創ろう！ 人が輝く 元気とやま新時代  

      ―活力、未来、安心のふるさと―     」 

を計画の基本理念（目標）として、「活力」、「未来」、「安心」のふるさとづくり

を推進することとし、これを県民の皆さんと意識と行動を共有できる基本的なメッ

セージとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本理念（目標）】 

みんなで創ろう！ 人が輝く 元気とやま新時代 

―活力、未来、安心のふるさと― 

 

 

  （参考）現行計画（「新・元気とやま創造計画」）での基本理念（目標） 

       「みんなで創ろう！ 人が輝く 高志の国 

        －活力、未来、安心のふるさと－」 
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３ 目指すべき将来像の実現に向けた政策 

⑴ 政策体系（基本政策及び重要政策） 

     目指すべき将来像の実現に向け、「活力」「未来」「安心」の３つを柱とし、12

の展開目標の下に基本政策として 85政策、これらを支える重要政策「人づくり」

として５つのテーマの下に 15政策、あわせて 100の政策を設定します。 

これらの政策は、今後、各施策・事業を企画・立案し、展開していくに当たっ

ての指針となるものであり、県民の視点に立ち、各行政課題に効果的に対応する

観点から設定したものです。 

 

政策体系 

「活力とやま」、「未来とやま」、「安心とやま」の３つを柱として基本政策を体

系化します。 

また、これらの政策の実施により元気な富山県を創っていくにあたり、もっと

も重要なのは「人」です。すべての政策は、最終的にはそれぞれ「人」の活躍に

より実現するものであり、経済・産業、教育・文化、医療・福祉など、それぞれ

の分野を担う人材を育成していくことが県づくりの根幹となります。このため、

「人づくり」を基本政策を支える重要政策として位置づけることとします。 

 

 

〔基本政策〕 

○活力とやま 

北陸新幹線の開業により新時代を迎え、本県の特性を最大限に活かした新たな成

長産業の育成やものづくり産業の高度化、企業立地、農林水産業の振興などを進め、

付加価値の高い産業の活性化を図るとともに、多様な雇用機会を提供します。 

新ゴールデンルートの形成に向けた陸・海・空の交通基盤等の強化を図るととも

に、本県の自然や文化を活かした観光振興などに取り組み、活力ある県づくりを進

めます。 

展開目標【１】グローバル競争を勝ち抜く力強い産業の育成と雇用の確保 

1 第４次産業革命への対応と新たな成長産業の育成 

2 医薬・バイオ関連産業の育成など、世界の「薬都とやま」の確立 

3 産学官の連携によるものづくり産業の高度化 

4 起業チャレンジへの支援 

5 人口の増加・定着に結びつく多様な企業の立地 
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6 中小・小規模企業の総合的な支援体制の強化 

7 デザイン力を高めた伝統工芸品産業の新展開とクリエイティブ産業の育成 

8 商業・サービス業の振興と商店街の活性化 

9 県内企業のグローバル展開への支援 

10 雇用の確保と人材の育成 

展開目標【２】生産性・付加価値の高い農林水産業の振興 

11 意欲ある若い担い手の育成・確保と農業経営基盤の強化 

12 農業経営の効率化と高付加価値化の推進 

13 食のとやまブランドの確立と地産地消、国内外の市場開拓 

14 森林の整備と林業の振興、県産材の活用促進 

15 水産業の振興と富山湾のさかなのブランド力向上 

展開目標【３】環日本海・アジア新時代に向けた陸・海・空の交通基盤等の強化 

16 北陸新幹線の早期全線開業による新ゴールデンルートの形成 

17 新幹線の開業効果の持続・深化と三駅を核とする広域交流等の促進 

18 あいの風とやま鉄道の利便性の向上 

19 高速道路、幹線道路から生活道路までの道路ネットワークの整備 

20 日本海側総合的拠点港としての伏木富山港の機能強化 

21 国内外との航空ネットワークの維持・充実と空港の活性化 

22 行政情報のオープンデータ化と Wi-Fi環境等の整備促進 

展開目標【４】観光振興と魅力あるまちづくり 

23 選ばれ続ける観光地づくり －海のあるスイスを目指して－ 

24 うるおいのあるまちづくりと中心市街地の賑わいの創出 

25 国際的ブランド「世界で最も美しい富山湾」の活用と保全 

26 「立山黒部」の世界ブランド化と戦略的な国際観光の推進 

27 産業観光をはじめとした多彩なツーリズムの展開 

28 観光人材の育成とおもてなしの心の醸成 

29 豊かな食の磨き上げと発信 

30 富山のブランド力アップに向けた戦略的展開 

 

 

○未来とやま 

子育て支援をはじめとした総合的な少子化対策を推進するとともに、真の人間力

を育む学校教育と家庭・地域の教育力の向上を図り、未来を担う人材の育成を進め
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ます。 

芸術文化への出会いや創造の機会を充実し、スポーツや多様な県民活動を推進す

るとともに、未来に向けた魅力あふれるふるさとづくりを進めます。 

展開目標【１】結婚・出産・子育ての願いがかなう環境づくり －県民希望出生率

1.9へ－ 

1 出会いから結婚、妊娠、出産まで切れ目のない支援の推進  

2 保育サービスの拡充など積極的な子育て支援等の展開 

3 仕事と子育てを両立できる職場環境づくり 

4 子育て家庭などの経済的負担の軽減 

5 子どもの健やかな成長支援 

展開目標【２】真の人間力を育む学校教育の振興と家庭･地域の教育力の向上 

6 少人数指導と少人数学級の組合せ等による充実した教育の推進 

7 一人ひとりの教育的ニーズに応じた特別支援教育の充実 

8 いじめ・不登校対策と人権を大切にする心の育成 

9 子どもの可能性を伸ばす教育の推進 

10 家庭・地域の教育力の向上 

11 大学教育の振興とコンソーシアム等の活性化 

12 県立大学における教育研究体制の充実と地域への貢献 

13 生涯にわたる多様な学びの推進 

14 ふるさとを学び楽しむ環境づくり 

展開目標【３】文化・スポーツの振興と多彩な県民活動の推進 

15 県民が芸術文化と出会い、親しむ環境づくり 

16 県民が芸術文化の創造に参加し、交流する機会の充実 

17 質の高い文化の創造と世界への発信 

18 スポーツに親しむ環境づくりの推進 

19 全国や世界の檜舞台で活躍する選手の育成 

20 多様なボランティア・ＮＰＯ活動の推進 

21 若者の自立促進と活躍の場の拡大 

22 男女共同参画社会づくり 

23 グローバル社会における地域づくり・人づくり 

展開目標【４】ふるさとの魅力を活かした地域づくり 

24 「くらしたい国、富山」の発信による移住の促進 

25 自然や歴史・文化など地域の魅力のﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟと世界文化遺産登録の推進 
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26 地域の個性を活かした景観づくり 

27 豊かで美しい農山漁村の持続的な発展と都市との交流 

28 水と緑の森づくり・花と緑の地域づくり 

 

 

○安心とやま 

健康寿命日本一の実現に向けた健康づくりの推進や医療提供体制の充実、高齢者

や障害者の福祉の充実に取り組み、地域で安心して暮らせる社会づくりを進めます。 

豊かで安全な環境の保全や循環型社会・低炭素社会づくりの推進、再生可能エネ

ルギーの導入を図るとともに、災害に強い県土づくりや防災体制の充実を進め安

全・安心な県づくりを進めます。 

展開目標【１】いのちを守る医療の充実と健康寿命日本一 

1 医師の養成・確保 

2 看護師・保健師・助産師の養成・確保 

3 最先端のがん医療など総合的ながん対策の推進 

4 質の高い救急医療・リハビリ医療・在宅医療等の提供体制の充実 

5 健康寿命日本一を目指す総合対策の推進 

6 人の痛みに寄り添い、支える場づくり 

7 食の安全の確保、食育の推進 

展開目標【２】住み慣れた地域で安心して暮らせる福祉の推進 

8 地域包括ケアシステムの構築と地域共生社会の形成   

9 保健・医療・福祉の切れ目のない支援 

10 介護・福祉人材の確保のための環境整備 

11 高齢者の介護予防と介護サービス、認知症対策の充実 

12 障害者に対する差別の解消と障害等の特性をふまえた支援 

13 障害者が地域で安心して暮らせる体制の整備 

展開目標【３】環日本海地域をリードする「環境・エネルギー先端県」づくり 

14 循環型社会・低炭素社会づくりの推進 

15 「富山物質循環フレームワーク」の実現に向けた「とやまモデル」の確立 

16 豊かな自然環境の保全 

17 安全な生活環境の確保と環日本海地域の環境保全 

18 清らかな水資源の保全と活用 

19 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの導入、新たなｴﾈﾙｷﾞｰの利用に向けた開発の促進 
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展開目標【４】災害に強く、「日本一安全・安心な県」づくり 

20 消防力や地域防災力等の強化による防災・危機管理体制の充実 

21 防災・減災、災害に強い県土づくり 

22 地震・津波対策、火山対策、原子力災害対策の充実 

23 雪に強いまちづくり 

24 犯罪の抑止と交通安全対策の推進 

25 地域公共交通の維持活性化と新たな展開 

26 安全・安心で豊かな住環境づくり 

27 消費生活の安全の確保 

 

 

〔重要政策〕 

○人づくり 

現在及びこれからの富山県を支える人づくりをあらゆる世代において進めてい

きます。 

未来を担う子どもを健やかに育成するとともに、若者、女性、働き盛り、高齢者

がそれぞれの意欲や能力に応じて社会で活躍できる環境づくりを進めます。 

テーマ１ 富山県や日本を担う子どもの育成 

1 優れた知性、豊かな心、たくましい体を持った子どもの育成 

2 チャレンジ精神あふれる、困難にくじけない子どもの育成 

3 家族や地域の絆、ふるさとを大切にする子どもの育成 

テーマ２ 若者の成長と自立、起業の支援、社会参加の促進 

4 たくましく成長するための支援と社会で活躍できる人材の育成 

5 若者の職業的自立や起業の支援 

6 若者の社会の一員としての自立促進 

テーマ３ 女性の活躍とチャレンジへの支援 

7 女性が能力を発揮でき、安心して働き続けられる環境づくり 

8 女性のキャリアアップ、管理職への積極的な登用などの推進 

9 女性の起業や再就職などの支援、女性の研究者・技術者等の育成 

テーマ４ すべての人が活躍できる環境づくり 

10 がんばる働き盛りなどへの積極的な支援 

11 コミュニティや地域活性化を担う人材が育つ環境づくり 

12 大人から子どもへの貧困の連鎖の防止 
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テーマ５ エイジレス社会実現と「かがやき現役率」の向上 

13 元気な高齢者の就業・起業支援 

14 高齢者の地域貢献活動の支援 

15 高齢者の知識や経験、技能の継承 

 

 

⑵ 重点戦略 

   県民が、若者も高齢者も、男性も女性も、一人ひとりが高い志を胸に、未来に

向け、夢と希望を持って、いきいきと働き暮らせる「元気な富山県」を創るため、

各分野における政策をしっかりと展開していくことが重要ですが、本県の財政が

厳しいなかにあっても、時代の変化や県政の重要課題に迅速かつ的確に対応する

ためには、県民ニーズ等も踏まえつつ、「活力」「未来」「安心」の各政策体系を

横断的、有機的に捉え、本県の発展に不可欠な取組みを重点的かつ戦略的に進め

ていく必要があります。 

   このため、こうした本県の発展や県民の幸せのため重要な政策課題であって、

優先かつ横断的に取り組むべきものを「重点戦略」として設定し、政策のメリハ

リをもたせて計画を推進していきます。具体的には、以下の戦略を展開していき

ます。 

 

  重点戦略 ※詳細については、第２編第１章を参照 

  ○とやまの価値創造戦略～「大ゴールデン回廊」の拠点を目指して～ 

    技術革新やイノベーションの動向を取り込み、生産性の向上と新たな付加価

値の創出による産業のさらなる成長とともに、文化との相乗効果による新たな

価値創造を目指します。さらに北陸新幹線の大阪までの全線開業によって創出

される「大ゴールデン回廊」の重要な一角を担うとともに環日本海地域の拠点

県としての飛躍を目指します。 

戦略の体系（項目） 

①陸・海・空の整備と新幹線を軸とした広域交通体系等の形成 

②強い産業の育成と成長分野への進出 

③心豊かで質の高い文化の創造 

④新たな価値創出等を担う人材の育成・確保 

 

○とやまのグローバルブランド推進戦略 

海、山、歴史、文化、食、ものづくりといった本県のオンリーワンの魅力に
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磨きをかけてグローバルに発信します。多様な人やモノの流れを活発化し、富

山発のネットワークの拡大を目指します。 

戦略の体系（項目） 

①「海のあるスイス」を目指した観光地域づくり 

②観光地の質の向上と滞在型・体験型観光へのシフト 

③伝統文化や伝統工芸品産業の振興、新展開 

④県内企業の海外ビジネス展開の促進 

⑤県産品のブランド力強化、販路拡大や輸出促進 

⑥グローバル社会における地域づくり・人づくり 

 

○人口減少社会にしなやかに対応する人と地域の活性化戦略 

人口減少社会において、次世代を育成しつつ社会を支える人材が意欲的に働

き、同時に家庭や地域での役割を果たすことができる生き方モデルの構築と魅

力ある地域づくりを目指します。 

戦略の体系（項目） 

①働き方改革と若者、女性、高齢者等の活躍 

②技術革新による社会の変化に対応した教育の推進 

③暮らしている地域の活力維持・活性化 

④子育て支援・少子化対策の充実 

 

○災害に強く、環境にやさしい持続可能な県づくり戦略 

豊かな環境に恵まれた富山県の特性を活かし、防災・減災、循環型・低炭素・

自然共生社会づくり、再生可能エネルギー等の先進地モデルとしての確立を目

指します。 

戦略の体系（項目） 

①防災・減災のための体制づくり 

②災害に強い県土づくり 

③循環型・低炭素・自然共生社会づくりと生活環境の保全 

④多様な再生可能エネルギーの導入・活用と新たなエネルギーの利活用 

⑤防災の営みと環境保全の調和 

 

○健康・元気で安心な共生社会づくり戦略 

    若者、女性、高齢者、障害者など多様な人材が社会で活動し、心身ともに輝

きを持続できるよう生涯にわたる健康づくりを総合的に推進するとともに、自
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立しながらも支え合う共生社会の構築を目指します。 

戦略の体系（項目） 

①いつまでも元気に自立して暮らすための気運づくりと健康づくりの推進 

②先進的な疾病予防の推進や健康管理の充実 

③富山の伝統・資源を活かした健康の増進 

④地域共生社会の構築に向けた包括的な支援体制の強化 

⑤保健・医療・福祉・就労等の切れ目のない連携 

⑥医療・介護・福祉人材の養成・確保 
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４ 2020年代半ばに期待される富山県の姿 

  以上の政策の推進により、概ね 10年後の 2020年代半ばには、以下のような県の

姿が期待されます。 

 【活力とやま】 

・ 本県のものづくり技術を活かしつつ、第４次産業革命による技術革新に対応した

高い生産性を有する工場が県内各地域で展開されるとともに、産学官金連携による

研究開発が活発に行われ、次世代自動車や航空機など新たな成長性の高い産業が

次々と生まれています。また、県内製薬企業による付加価値の高いバイオ医薬品や

小児用医薬品などの研究開発や実用化が進展し、本県が「薬都とやま」として世界

から注目される存在となっています。県内中小企業の知恵と技術、伝統工芸などの

高いデザイン力を活かして、付加価値の高い商品開発、新たな事業展開や海外進出

が活発に行われているとともに、国内外から技術力・競争力の高い企業が数多く進

出し、首都圏等からの優れた人材の流入や多くの若者、女性の雇用が進んでいます。 

・ ＩＣＴ・ロボット等の先端技術を活用したスマート農業などの普及により、農林

水産業の生産性が向上し農林漁業者の経営基盤が強化されています。また、６次産

業化の取組みが積極的に展開されるなど所得増大につながっており、夢のある農林

水産業に従事する若い後継者が着実に増加しています。さらに、富山米の新品種「富

富富（ふふふ）」をはじめ、大規模園芸産地や施設園芸等による野菜など高品質で

安全な県産の農林水産物が「食のとやまブランド」として広く認知され、首都圏な

ど国内での販路が拡大するとともに、農林水産物等の輸出も進んでいます。 

・ 敦賀まで開業した北陸新幹線の利用人員は堅調に推移するとともに、富山きとき

と空港では新規路線・チャーター便の就航やＬＣＣ・リージョナルジェットが運航

されるなど、さらに便利になった陸路と空路を利用してビジネスや観光など多くの

人が行き来しています。伏木富山港国際物流ターミナルのさらなる機能強化、東海

北陸自動車道の付加車線の設置や全線４車線化などの整備も進展し、環日本海・ア

ジア地域の拠点として、国際的な物流、経済交流、海外ビジネス展開が活発に行わ

れています。 

・ 世界で最も美しい富山湾、立山黒部、世界遺産五箇山、ユネスコ無形文化遺産（山、

鉾、屋台行事）など、本県の自然、歴史、文化など多彩な魅力が多くの人たちから

評価され、「海のあるスイス」という観光ブランドが定着し、国内外から多くの観

光客が訪問・滞在するとともに、リピーターも増加しています。また、日本橋とや

ま館を拠点として、本県の優れた商品や豊かな食文化などが「とやまブランド」と

して全国で知られるとともに、都会では味わえない「上質なライフスタイル」を体

験できる県という魅力的な県のイメージが定着しています。さらに、県内各地では、

地域の個性を活かした魅力があふれるまちが形成されており、商業、学校、文化施

設など多様な都市機能が集積するとともに特色ある商店街に多くの人々が訪れる

など中心市街地が賑わいを見せています。 
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【未来とやま】 

・ 保育サービスの拡充や、仕事と子育ての両立支援に向けた職場環境づくりが進み、

社会全体で子育てを支える機運が醸成され、出生率が上昇しています。また、学校

と家庭、地域が一体となって子どもを見守り育てる取組みにより、良好な環境のも

とで子どもが健やかに成長しています。 

・ 学校では、児童生徒の学力やニーズに応じた効果的な少人数教育が進み、第４次

産業革命やグローバル化にも柔軟に対応できる個性豊かな人材の育成が進んでい

ます。また、配慮を要する教育的ニーズのある子どもに対し、一人ひとりの状態に

応じた授業やＮＰＯによる学習支援など多様で柔軟な教育が行われています。 

・ 高等教育機関では、社会や企業のニーズに対応した学部・学科の創設など、国内

外に誇れる人材育成・学術研究の拠点が形成されるとともに、大学コンソーシアム

富山の取組みや産学官連携による魅力向上策により、多くの優秀な学生が県内で就

職し、若者の定着が進んでいます。また、環日本海・アジア地域などから多くの優

秀な外国人留学生が県内に受け入れられ、県内企業の海外展開や研究開発等を担う

人材として活躍しています。 

・ 本県の中核的な産業である医薬品やアルミ分野等において、県、大学、産業界が

連携してコンソーシアムを構築し、最先端のプロジェクトや専門人材育成に取り組

んでおり、県内の学生はもとより、東京圏の学生が、富山で学び、富山で働き、本

県の中核的産業の発展を支える人材として活躍しています。 

・ 社会人が生涯にわたって多様な学びができるリカレント教育が充実し、経験と知

識が結びついた実践的な人材が育成されています。 

・ アートとデザインをつなぎ、「見る、創る、学ぶ」という双方向の美術を体験で

きる取組みやアジアを代表する舞台芸術の拠点の形成、世界的な文化イベントの開

催などにより、多くの人が芸術文化に親しみ、質の高い芸術文化が創造され、国内

外に発信されています。 

・ まちのスポーツイベントの開催など様々なエリアで、多くの県民がスポーツに親

しんでいます。また、ジュニア期からの一貫指導体制の推進と選手の育成・強化に

より、多くの本県アスリートがオリンピックをはじめ世界や全国の檜舞台で活躍し

ています。 

・ ボランティアやＮＰＯが様々な分野で活発に活動し、地域づくりや公共サービス

の新たな担い手として地域の活性化に貢献しています。また、グローバル社会の進

展に伴い、多文化共生の地域づくりが進んでいます。 

・ 富山の誇る自然、歴史・文化の魅力が世界文化遺産登録等により認知され、また、

様々な地域の個性を活かしたまちづくりや水と緑の森づくりの取組みが進められ、

豊かで魅力のあるふるさとが創られています。地域住民が主体となった取組みに加

え、大都市圏など県外から移住をする人が増え、地域が活性化しています。 
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【安心とやま】 

・ 健康づくりへの関心が高まり、県民の食生活や運動習慣の改善が進んで、生活習

慣病にかかるリスクが低下しているとともに、がんをはじめとする様々な疾病に対

する予防対策が充実しており、多くの人が心身ともに健康な生活を送り、健康寿命

も伸びています。 

県内の各地域において、患者の容態に応じた急性期から回復期、慢性期まで連携

した医療提供体制が整えられています。在宅においてでも、病院、診療所、薬局、

訪問看護、介護・福祉など多職種が連携した在宅医療や介護が提供されています。

また、医療・福祉の人材確保やキャリアアップの仕組みづくりが進み、生活や就労

など医療・福祉に限らず様々な相談にも包括的に対応できる相談体制が整備され、

地域包括ケアシステムが構築されています。 

また、地域の様々な課題に対し、若者や働き盛りの者、子ども、障害者、高齢者

などの地域住民の方がそれぞれ役割を有し、誰もが自立し、互いを尊重して共に支

え合う地域共生社会が形成されています。 

・ 人と自然が共生し、豊かで美しい自然環境が保全されるとともに、多くの県民の

環境意識が一層高まり、食品ロス・食品廃棄物削減等の３Ｒの取組みや節電・省エ

ネルギー等の地球温暖化防止に向けた取組みなど、環境に配慮したライフスタイル

や事業活動が定着しています。 

また、高低差の大きい地形や全国に誇る包蔵水力を活かした小水力発電所がます

ます整備され、豊富な地熱資源量を活かした県内初の地熱発電所の運転が開始され

るなど、再生可能エネルギーの導入・活用が盛んに行われてエネルギー源の多様化

が進んでおり、安定したエネルギー需給により、県民生活や産業経済活動が安心し

て営まれています。さらに、水素ステーションの整備など次世代の新たなエネルギ

ーの取組みも進んでいます。 

・ 各地域において、火災や自然災害などへの十分な備えが整えられているほか、特

に、地震・津波災害、火山災害や原子力災害への対策も充実しています。さらに、

犯罪や交通事故等の少ない安全なまちづくりが地域ぐるみで行われるとともに、サ

イバー犯罪など新たに発生する治安上の脅威への対処がなされるなど、県民の貴重

な生命・財産が守られ、安全で安心して暮らせる社会づくりが進んでおり、「日本

一安全・安心な県」としての評価も高まっています。 

・ 自動運転技術を活用した新たな地域公共交通サービスが導入されるとともに、県

民の生活の足として、利用目的に応じた利便性の高い地域公共交通ネットワークが

安定的に確保され、高齢者や障害者など誰もが気軽に出かけることができるユニバ

ーサルデザインのまちが形成されています。 
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【人づくり】 

・ 科学技術の進歩やグローバル化の進展に対応した実践的で豊かな個性を育む教

育・活動が活発に行われており、子どもたちの持つ様々な可能性を引き出し、ふる

さと富山に誇りと愛着を持って広く世界に目を向け、夢や希望を持ち、未来を自ら

切り拓いて、富山県や日本の将来を担い、さらには世界を舞台に活躍できる人材が

育成されています。 

・ 体系的なキャリア教育やインターンシップの実施により、若者の職業選択の幅が

広がり、就職内定率は高い水準を維持しています。また、フリーターやニート等へ

の総合的な相談体制やアウトリーチ（訪問支援）などの支援も充実し、就業や自立

につながっています。若者はボランティア・ＮＰＯ活動などの社会活動に積極的に

参加する社会となっています。 

・ 男性が育児に積極的に参加し、男性の育児休業取得率は大幅に改善しました。女

性も出産・育児で仕事を辞めることなく、企業も配慮しています。女性研究者や技

術者、管理職になる女性も随分と増え、女性が社会のあらゆる分野でチャレンジし、

活躍しています。 

・ 働き方の見直しや労働生産性の向上により、長時間労働が是正され、ワークライ

フバランスを重視した柔軟で多様な働き方が浸透しています。技術革新やそれに対

応した労働者の様々なスキルアップにより、労働生産性は劇的に向上しています。

働き盛りの人々は、技術革新に対応した様々なスキルアップの機会が充実するとと

もに、家庭、職場、地域の中心として、ボランティア、ＮＰＯ、消防団などの様々

な活動に積極的に参加しています。 

・ 「65歳以上は老人」という考えは過去の話で、高齢者が生きがいを持って暮らし、

職場や地域において就業、スポーツ活動、生涯学習、地域活動と大いに活躍し、知

識や経験、技能を次世代に継承しています。 
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第５章 県政運営の基本姿勢 

計画に基づく県づくりを着実に進めるとともに、新しい時代に適応した政策の展開

を図るため、県では、以下の基本姿勢で県政運営を進めていきます。 

１ オープンでわかりやすい県政 

○ 県民が主役の県づくりを進めていくためには、県民をはじめ様々な主体が県づ

くりに参画できる開かれた県政を推進することが重要です。 

○ このため、タウンミーティングや県政ふれあいトーク、中小企業との対話、商

工業や農林水産業の若手経営者、学生をはじめとした若者との意見交換など様々

な機会を通じて、知事が直接県民と対話し、共感しながら、県民ニーズの的確な

把握に努め、できるだけその意向を県政に反映します。また、政策の立案や遂行

にあたり、パブリックコメント等により県民の声を幅広くお伺いし、そのご意見

を最大限反映していきます。 

○ 公正・透明な県政を実現するため、情報公開を徹底するとともに、広報紙やホ

ームページ、テレビ・ラジオ番組などを通じて、県の取組状況や考え方をオープ

ンに分かりやすく説明するなど、県民への広報広聴活動を積極的に行います。 

    

２ 県民の自立と幸せを重視する県政 

○ 各施策によって県民生活に具体的にどのような効果が生まれるのかを、県民の

目線に立ってしっかりと評価し、県民の自立と幸せの充実への寄与度の大きい施

策を重視する県政を進めていきます。 

○ 地域の重要課題について、市町村はもとより、県民、ＮＰＯ、企業の皆様など

の自主的な取組みと連携・協働して、その解決に取り組みます。 

○ 県民目線・成果志向の政策評価を活用して、政策手段の実効性や効率性を不断

に検証し、より効果的な施策展開に努めます。 

 

３ スピード重視の県政 

○ 社会経済情勢が目まぐるしく変化し、県民ニーズが複雑・多様化するなかにお

いて、新しく発生する県政課題に対して迅速かつ的確に対応していきます。 

○ 災害対応、安全・安心など待ったなしの重要課題が発生した場合には、組織を

あげて県民の生命や財産を守ることを最優先に取り組みます。 

○ 企業立地促進、観光客誘致、とやまブランドの PR などトップセールスが必要

な事項については、知事が先頭に立ち、スピード感を持って推進します。 

○ 早急な取組み、多角的な取組みが必要な重要課題については、知事のリーダー

シップの下に、縦割りでなく、総合的かつスピーディな意思決定と対応に努めま
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す。 

○ 富山県の新たな未来を切り拓いていくため、市町村など行政はもとより、国会

議員・県議会議員の方々、経済界の方々や文化・福祉などの各分野で主導的な役

割を果たしている方々をはじめ広範な県民の皆様の知恵とパワーを結集し、「チ

ーム富山」で取り組みます。 

 

４ 現場重視で効率的な県政 

○ 厳しい財政状況の中で、県民ニーズに即した行政サービスを提供するため、県

民生活の「現場」に職員自ら足を運んで課題の把握に努めます。 

○ こうした現場の声を予算編成や行政改革等に活かし、施策の選択と集中、事業

の合理化、職員の意識改革などに取り組み、効率的で実効性のある行政運営を進

めます。 

 

５ 市町村、地域との連携と支援、県土の均衡ある発展 

○ 魅力ある地域づくりに向けて、市町村とその住民による主体的な取組みや住民

の生活圏に立脚した市町村間の連携、さらには連携中枢都市圏をはじめとする市

町村の区域を越えた圏域のプロジェクトなど広域連携を支援します。 

○ 県と市町村が適切な役割分担のもとに、相互に連携・協力しながら、県全体と

して一体感のある効率的かつ効果的な質の高い行政を進めていきます。 

○ 社会基盤の整備等に当たっては、地域バランスなど県土の均衡ある発展に努め

ます。 

 

６ 「とやまから日本を変える」改革と創造 

○ 県民生活の現状や将来展望を踏まえ、とやまの未来を切り拓くための新たな

政策の企画立案・実行に邁進することはもとより、様々な機会・手段を通じて、

国に対して、県民の自立と幸せ、県勢発展の観点からの政策提言を積極的に行

い、国の制度や政策の必要な見直し、改革を求めます。 

○ 地方創生の着実な取組みによって、本県も新しい国づくりの一翼、一端を担え

るよう最大限努力するとともに、富山県から日本を変える気概を持って、未来を

切り拓くための政策の企画立案・実行に邁進します。 
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第６章 計画の実効性の確保と推進 

１ 計画の実効性の確保 

⑴ マネジメントシステム活用による実効性確保 

○ 県では、「元気とやま創造計画」、「新・元気とやま創造計画」ともに、計画

の実効性を確保するためのマネジメントシステムを確立させ、ＰＤＣＡサイク

ルによる政策目標の達成状況の継続的な検証や必要に応じた施策の見直しを

行ってきました。 

○ この計画の推進に当たっても、計画、実行、評価、改善のＰＤＣＡサイクル

による現在のマネジメントシステムを踏襲して計画の実効性を確保していき

ます。評価方法などマネジメントシステムについては、より効果的、効率的な

手法となるよう、必要に応じて改善を行っていきます。 

○ 具体的には、計画に掲げる１００の政策について、毎年度政策評価を行い、

政策目標に照らし、達成度や課題、次年度の改善内容を総合的に検証します。

また、計画に基づき県が実施する事業について、事業担当部局による自己評価

により、必要性、有効性、効率性、課題を分析し、毎年の予算編成を通じて改

善を図っていきます。 

 

  （ＰＤＣＡサイクルの図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （ＰＤＣＡサイクルの確立） 

  Ｐ（Plan）：現状と課題を踏まえ、幅広い県民のご意見を反映し、県政運営の中

長期的指針となる計画を策定。また、計画推進のための具体的事項

を記載した「アクションプラン」を毎年度作成 

  Ｄ（Do）：計画に盛り込まれた政策目標達成のため、具体的な施策・事業を実施 

 

   行政運営の 

   マネジメント 

   サイクル 

企画立案 

Ｐｌａｎ 

改 善 

Ａｃｔｉｏｎ 

実 施 

Ｄｏ 

評 価 

Ｃｈｅｃｋ 
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  Ｃ（Check）：政策ごとに設定した指標などで政策目標の達成状況を検証 

  Ａ（Action）：評価・検証の結果をふまえて施策・事業を見直し 

 

⑵ 計画の弾力的な推進、見直し 

○ 計画に掲げた政策については、マネジメントシステムなどによって評価及び

必要に応じた改善等を行いながら、政策目標達成に向けた取組みを推進してい

きます。本県を取り巻く社会経済情勢が今後も急速に変化し続けると予想され

ることから、毎年の予算編成等を通じて、こうした変化に柔軟に対応した施策

を展開していきます。また、計画策定後において、社会経済情勢が大きく変化

した場合には、必要に応じて弾力的に計画を見直すこととします。 

 

２ 計画の推進  

本計画の推進に当たっては、県や市町村といった行政のみならず、地域の団体や

ＮＰＯ、企業、そして一人ひとりの県民など様々な主体が、それぞれの個性や特徴

に応じた役割をしっかりと担い、知恵とエネルギーを結集して、「全員参加」によ

り取組みを進めていく必要があります。 

  また、地方創生の時代のなかで、広域自治体である県と住民に身近な基礎自治体

である市町村は、適切な役割分担のもと連携・協働を一層深めるとともに、県域を

越えた課題に対しては、他の自治体・地域と積極的に広域的連携を進め、ともに発

展していくことを目指していきます。 
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⑴ 県民の参画と協働 

○ 人口減少社会、少子高齢化の進展や第４次産業革命の進展等により、県政の

課題や県民のニーズが多様化・複雑化してきていますが、一方で、本県の財政

を取り巻く環境は引き続き厳しい状況にあります。 

 これからの県づくりに当たっては、県、市町村、地域の団体やＮＰＯ、企業、

そして県づくりの主役である県民一人ひとりが、自らの役割を認識しつつ、積

極的に参画することが不可欠です。 

○ また、本県では、各地域の老人クラブや消防団などの活動、地域ケアネット

の見守り活動などが大変活発に行われてきましたが、少子高齢化や過疎化が急

速に進む中、高齢者の見守り・援助や自然災害への備えなどの面で改めて人と

人がつながり、助け合う地域コミュニティの役割の重要性が認識されています。

地域社会における優れた基盤を大いに活かした「互助」や「共助」の果たす役

割への期待も高まっています。 

○ このため、本計画の推進に当たっては、県民等とのパートナーシップにより、

＜各主体が役割を担い、総力を結集した県づくり＞ 
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県民各自でできることを自らの努力で行う「自助」、地域基盤を活かした住民

同士の支え合いである「互助」、住民、企業、団体、行政など様々な主体が協

働して制度も活用しながら行う「共助」、これらを補完する形で行政が行う「公

助」を、それぞれの課題・ニーズに応じて適切に組み合わせて対応していくこ

とが重要であり、こうした県内の各々の主体の持つ力を幅広く結集しながら、

総合的な地域力を発揮する県づくりを行っていきます。 

 

⑵ 市町村との連携等 

○ 本格的な少子高齢化・人口減少時代やさらなる地方分権の時代を迎えるにあ

たり、住民に最も身近な基礎自治体である市町村は、基本的な行政サービスの

提供にとどまらず、独自の創意工夫による地域づくりや多様化した住民ニーズ

への対応、「連携中枢都市圏」の形成に代表されるような近隣市町村との連携

など、これまで以上に重要な役割を果たすことが求められています。 

○ 市町村は基礎自治体として、福祉や消防、義務教育、まちづくり、水道、一

般廃棄物処理など、住民に密接なサービスを一層充実していく一方で、県は、

広域自治体として、産業政策や雇用の確保、広域的な社会資本整備、教育等の

人づくり、環境保全や防災対策といった広域的な行政を担うとともに、市町村

を適切に支援、補完し、相互に連携・協力しながら、県づくりを進めていく必

要があります。 

○ この計画の推進に当たっては、どのようにしたら県民生活に最大限の成果を

もたらすことができるか、また、各地域の特色、魅力をいかに発揮させて県全

体としてバランスのとれた発展を図っていくかという視点に立ちつつ、県と市

町村が適切に役割分担を図り、互いに連携・協力しながら、政策目標の達成に

向けて取り組んでいきます。 

 

⑶ 県境を越えた広域的連携 

○ 本県は、日本海沿岸地域の中央部に位置し、三大都市圏とほぼ等距離にある

など、地理的優位性を有しています。また、日本海側随一の工業集積を持ち、

豊かな自然、清らかな水、伝統文化など多彩な魅力を有するとともに、地震等

の自然災害や火災・犯罪が全国的にも少ない安全な県であり、日本の発展をリ

ードする大きなポテンシャルを秘めています。 

○ 一方で、経済活動や人的交流が県境や国境を越えて活発になる中で、行政に

おいても様々な課題に対して、周辺自治体等と協力関係を築き、各々の個性を

活用・連携させながら広域的な取組みを展開していくことが求められています。 
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○ 本県では、これまでも観光圏などの広域観光の推進、北陸新幹線の延伸に向

けた連携・協力、環日本海地域における環境問題への対応、自然保護への取組

みなどについて、北陸三県はもとより、隣県の岐阜県、長野県及び新潟県をは

じめとする日本海側沿岸府県や環日本海沿岸諸国との連携を図りながら取組

みを進めてきましたが、これまで以上に近隣府県等と協力しながら取り組むべ

き重要な課題も生じています。 

また、東日本大震災により、国全体としてのリスク分散やバックアップ体制

の必要性の観点から、日本海側の機能充実の重要性が認識されているところで

あり、国の国土強靱化基本計画においては、多重性・代替性を高めるための日

本海側と太平洋側の連携強化などの方針が示されているところです。 

○ このため、この計画の推進に当たっては、引き続き、富山県の優れた基盤を

活かしつつ、近隣県はもとより、中部圏や日本海側沿岸府県、環日本海・アジ

ア地域などと、県境や国境を越えたネットワークを形成・強化し、各分野での

広域的な取組みを充実するなど連携協力を進め、ともに発展・共存していくこ

とを目指していきます。 

 また、地方分権や地方創生などの国政の改革に当たっては、地方の声を十分

に反映させる必要があることから、全国知事会等との連携のもと、地方が結束

し、地方の立場からの提言等を国に対してしっかりと行っていきます。 

 

 


